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本稿はわれわれが昭和五六年度に実施した「神奈川県老人福祉事務・事業調査」および「老人福祉費の基馳財政需
要
額
の
実
態
調
査
－
人
Ⅲ
一
○
万
人
の
標
地
剛
体
の
実
態
洲
森
に
よ
る
」
を
も
と
に
、
ま
だ
典
計
・
分
析
の
途
上
で
あ
る
が
、
小
川
的
な
ま
と
め
を
し
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
中
川
的
な
ま
と
め
と
は
い
え
、
後
述
す
る
よ
う
に
、
わ
れ
わ
れ
の
研
究
Ｈ
的
か
ら
し
て
、
あ
ま
りにデーターが不足している。そこで、ここでのまとめの性格は、今後さらに分析を進めていく上での調査研究の青
写真を拙き、視点を川硴にしようとしたもので、全体的に試論の域をでないものである。したがって、また別の機会
に
、
調
査
の
災
計
・
分
析
が
終
わ
り
し
だ
い
修
正
な
ど
も
含
め
て
完
成
し
た
も
の
を
川
蔵
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。
自
治
体
の
老
人
福
祉
施
策
に
関
す
る
調
査
研
究
（
中
間
報
告
）
自
治
体
の
老
人
福
祉
施
策
に
関
す
る
調
査
研
究
（
中
間
報
告
）
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一、｜調査研究の目的
「商齢化社会」あるいは「商齢者問題」についての瀧論は、近年いろいろな視点から
活
発
に
行
な
わ
れ
て
き
て
い
る
。
し
か
し
、
ア
ブ
Ⅶ
Ｉ
チ
の
視
点
や
方
法
に
よ
っ
て
か
な
り
異
っ
て
お
り
、
ま
だ
基
礎
的
な
研
究
が
必
要
とされていると思われる。そこで、一つの研究の視点としてこうした問題とかかわりの深い社会保障制度において、
法
的
な
側
面
か
ら
、
法
が
現
実
的
に
ど
の
よ
う
に
機
能
し
て
い
る
か
、
ま
た
、
そ
の
中
で
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
き
て
い
る
か
、
さ
ら
に
今
後
、
法
の
機
能
は
ど
う
あ
る
べ
き
か
と
い
っ
た
立
法
政
簸
の
問
題
な
ど
を
現
状
分
析
を
ふ
ま
え
て
券
察
す
る
こ
と
は
、
こ
れ
ま
で
に
ほ
と
ん
ど
例
が
な
く
、
有
意
義
な
こ
と
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
そ
こ
で
わ
れ
わ
れ
は
さ
し
あ
た
っ
て
、
老
人
桐
祉
法
を
中
心
と
し
て
、
さ
ら
に
そ
の
関
係
法
に
視
座
を
お
い
て
み
た
。
そ
の
お
も
な
動
機は以下に述べるようなことである。第一に、「高齢化社会」、あるいは「高齢者問題」と法とのかかわりを分析する
際、老人福祉法はその対象が「要援護老人」とされていることから比較的、問題が先鋭的にあらわれているところを
対象領域としており、その対象の性格なり位侭づけについて、一定のイメージが持ちやすいということである。しか
も、法を実際に解釈し運用する行政は、たえずこうした問題に着目して現実的に対応しており、法の機能を分析する
にはとらえやすいことである。第二に、こうした先鋭的な問題は、その災態が把握されやすいばかりでなく、現象的
に
は
一
部
の
特
殊
な
問
題
、
あ
る
い
は
少
数
な
も
の
の
問
題
に
み
え
る
が
、
そ
れ
は
「
高
齢
化
社
会
」
あ
る
い
は
「
高
齢
者
問
題
」
の
全
体
像
を
反
映
し
た
も
の
で
あ
り
、
し
か
も
将
来
的
な
問
題
を
敏
感
に
反
映
し
て
い
る
と
思
わ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
問
題
の
全
体
像
、
あ
る
いは将来の展望をふまえて「高齢化社会」への対応策を検討するための素材が得られやすいと考えたからである。第
序
章
、
調
澁
研
究
の
方
法
向淌体の老人福祉施策に関する調査研究（中間報告）
一八○
三に、今Ⅱ、とくに地力月輪体の老人栃社行政は、耕しく多様化し、いわゆる「通達行政」、「補助金行政」が拡大し、
きわめて複雑になってきており、いろいろな視点からの見なおしの必要性が指摘されている。
今後、この問題はいろいろなインパクトを受けて巡行していくことは必至であると思われる。しかし、その縦論を
するための盗料があまりに不足している。そこでわれわれは、その建設的な議論を進めるための一つの資料として、
老人禰祉行政およびそれと表裏一体の財政の実態を明らかにすることは愈要な意味があると考えたのである。
このようなことから、われわれの研究の目的は、老人福祉法の機能を行政。財政の実態分析を通じて明らかにし、
それを難破に、問題点をクｍ１ズ．アップして、「商齢化社会」を展望しての老人橘祉怯・行政・財政の改悲の力向
を見いだすことにおいた。しかし、この研究目的へのアプローチには、いくつかの方法が考えられ、検討を要する。
まず方法の問題としては、まず第一に、老人福祉行政・財政といっても、行政庁の符鞘でみてもほとんどの櫛庁にま
たがるほどであり、その施策内容も多様であり、その範囲をどのような方法で定めるかが問題となる。さらに第二に、
全国の都道府県レベルでとらえるのか、あるいは市町村までふくめるのかといったことが問題になる。そして第三に、
老人福祉法の機能を行政・財政の実態を通じて分析するといっても、実際に老人福祉施策を利用している住民のサイ
ドからその「行政効采」の測定を通じて行うのか、あるいは、囚・都道府肌・市町村のⅢにおいて、その行政・財政
は
ど
の
よ
う
な
シ
ス
テ
ム
で
、
ど
の
よ
う
な
椛
限
で
、
い
か
に
迷
川
さ
れ
て
い
る
か
と
い
っ
た
行
財
政
の
実
際
の
流
れ
の
中
で
法
の
機
能
の分析を行うのか、あるいは加考の分析をあわせて行なうのかといったことが問題になる。
そ
こ
で
、
わ
れ
わ
れ
は
こ
う
し
た
問
題
の
検
討
に
際
し
て
、
以
下
の
よ
う
な
分
析
の
視
点
を
定
め
、
そ
れ
に
も
と
づ
い
て
方
法
を
定
め
る
こ
と
に
し
た
。
■
１
β
・目治体の老人福祉施策に関する調査研究（中間報告）
八
自治体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
一八二
二
分
析
の
視
点
ま
ず
分
析
の
視
点
を
検
討
す
る
に
あ
た
り
、
こ
れ
ま
で
の
お
も
な
調
査
研
究
の
動
向
を
ご
く
お
お
ま
か
で
あ
る
が
みておこう。総理府内閣総理大臣官房老人対策室の『地方公共団体における老人福祉単独事業の動向に関する調査研
究’１市（指定都市及び東京都二三区を含む）における事業を中心としてＩ』（昭和五十四年一月）によると、市レベ
ルの単独噸業は昭和四十四年で五三一平業だったのが五十一年では二千六三四事業と七年間に約五倍に達していると
報
告
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
ど
ん
な
事
業
が
ｎ
輪
体
の
性
格
に
よ
っ
て
ど
の
よ
う
に
行
な
わ
れ
て
い
る
か
が
分
析
さ
れ
て
い
る
。
確かに、これまで事業数は増加の一途を辿ってきた。しかしこれに対して〃バラマキ福祉〃、〃福祉見なおし〃など
と批判もなげかけられてきたことは周知のとおりである。そして今日では一般的に自治体内部で〃もはや事業のメニ
ューはそろった今後は事業の体系化と内容が問題だ〃という見方も有力になりつつあると思われる。そこで今後はこ
うした方向にむけて論議が活発に展開されるものと思われる。しかし、「事業の体系化」、「事業内容の髄倣」といっ
ても容易な事ではないし、その論議にあたって事業の実態をふまえなければほとんど意味がない。
ところでその実態は十分に分析されているのだろうか。それは否であるといってよい。
これまでに、こうした問題に答えるためにさきの総理府調査をはじめ東京都民生局老人福祉部計画課の『昭和五十
三年度、都道府県における在宅老人福祉施策の単独（上乗せ）事業調査』（昭和五十四年六月）で、全国都道府県レベ
ルの在宅老人福祉施策に限定されているが、単独事業あるいは国の事業への上乗せ事業の実態が明らかにされている。
さらに、地方自治総合研究所の『老人・身障者福祉の財政負担』（昭和五十五年一○月）で五市を対象として、老人福
祉法における市町村の財政負担の状況が明らかにされている。また今回の調査の分析にも川いられているが、同研究
所の『自治体事務基礎調査中間報告』（昭五十二年八月）で川崎市の事務・事業について法律的な性格により分類され
そ
し
て
近
年
、
こ
う
し
た
調
査
研
究
に
解
発
さ
れ
て
、
溌
干
の
自
沿
体
で
も
調
査
研
究
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
し
か
し
、
ま
だこうした研究は緒がついたばかりである。
とくに、これまでの調査研究は、概ねどんな事業が行われているか、その根拠法の形式（法令・条例・通達・要綱
などの別）は何によっているか、実施主体、事業の概要として対象・要件・内容・予算規模などが、いわば平面的に
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
。
老人福祉事務・琳業は、国、都道府県、市町村の老人桶祉行政によって、そのほとんどが実施されており、しかも、
国
と
自
治
体
に
お
け
る
事
務
（
権
限
）
配
分
・
財
政
配
分
な
ど
に
よ
っ
て
複
雑
な
流
れ
が
み
ら
れ
、
そ
の
流
れ
の
中
で
都
道
府
県
・
市
・
町・村はそれぞれの役削を来たしているのである。とすると、その酬務・珈業の流れの実態と兇・市・町・村の役削
を
分
析
す
る
た
め
に
は
断
而
的
な
調
交
研
究
も
必
要
と
な
る
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
ま
だ
こ
う
い
っ
た
調
査
研
究
は
み
あ
た
ら
な
い
。
と
く
に
今
Ⅱ
、
「
地
力
の
時
代
」
な
ど
と
い
わ
れ
、
、
沿
休
へ
の
椛
限
の
委
談
が
進
め
ら
れ
よ
う
と
し
て
い
る
だ
け
に
、
ま
た
「
福
祉
見直し」とか、「高齢化社会」といった問題をからめざるを得ないだけに、県・市・町・村といった日流体がこれを
ど
う
受
け
と
め
る
か
は
砿
要
な
問
題
で
あ
る
。
そ
こ
で
さ
し
あ
た
っ
て
、
第
一
に
現
在
の
老
人
福
祉
行
政
の
機
構
の
中
で
こ
れ
ら
の
ｎ
輪
体が噸務・蛎業の流れの中でどのような役制を来たしているかを明らかにすることは有意雄なことであると思われる。
第
二
に
は
、
こ
う
し
た
事
務
・
事
業
の
流
れ
に
則
し
て
、
今
日
「
通
達
行
政
」
と
か
「
要
綱
行
政
」
と
か
い
わ
れ
る
が
、
そ
の
実
態
は
ど
う
な
の
で
あ
ろ
う
か
、
こ
れ
ま
た
批
判
的
な
意
見
が
展
開
さ
れ
て
い
る
わ
り
に
は
、
そ
れ
ほ
ど
実
態
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
。
そ
こで、嚇務・漸業の法的根拠の形式のみならず、法・条例・規則・通達・要綱の分析を通じて、国と自治体の役割及
脚沿体の老人描祉施簸に側する調査研究（中川報告）
一八三
分析が試みられている。
そ
し
て
近
年
、
こ
う
し
」
自治体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
一八四
び法の機能を明らかにしておきたい。
第三に、国と自治体における我川負担配分の問題に関してであるが、「摂津訴訟」を契機にいわゆる「超過負担」
問題がクローズアップされ、その実態も全国知事会、全国市長会、全国町村長会など地方六団体による「地方超過負
担の尖態訓査」などが実施され、かなりその実態は明らかにされてきた。
し
か
し
、
今
Ⅱ
刀
淡
川
負
担
配
分
を
め
ぐ
る
問
題
の
も
う
一
つ
の
側
川
で
あ
る
ｎ
桁
体
側
格
差
が
生
じ
て
き
て
い
る
川
題
が
あ
る
。
琳
務・噸業の拡大とともにその格差は〃ねたきり老人になるにも、沿体を選んで〃といわれるようにかなり大きくなっ
て
き
て
い
る
。
こ
う
し
た
格
差
の
実
態
に
つ
い
て
は
、
さ
き
の
総
理
府
洲
査
で
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
、
地
方
自
治
総
合
研
究
所
の
『
全
国
福
祉
地
図
』
（
昭
五
六
年
八
月
）
で
も
都
道
府
県
レ
ベ
ル
で
あ
る
が
そ
の
柘
差
の
尖
態
が
分
析
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
民
生
澱
に
占
める老人桐祉擬の制令をみると、全国平均二二・四％であるが、最商は大阪府の三七・六％に対し、妓低は和歌山県
の
一
三
％
と
い
っ
た
格
差
が
生
じ
て
き
て
い
る
。
そこでこうした格差を調整する地方交付税制度に着目して、現行の制度が財政調整にどの程度の機能をし、一般財
源
を
保
障
し
て
い
る
か
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
は
有
意
義
な
こ
と
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
の
で
あ
る
。
以上のような三つの視点から、われわれはアブⅦ－チを試みることにした。
一
一
宇
調
査
の
方
法
そ
こ
で
こ
う
し
た
視
点
を
も
と
に
、
さ
し
あ
た
っ
て
、
国
・
県
・
市
・
町
ｑ
村
と
い
う
琳
務
・
嚇
業
の
流
れ
の
実
態を分析するために、自治体側のとくに実際の事務・事業の担当職員の協力が得られることと、老人福祉事務・事業
と
い
っ
て
も
所
播
が
多
岐
に
わ
た
り
脳
大
な
も
の
と
な
る
た
め
、
老
人
柵
祉
主
緋
課
の
事
務
・
事
業
に
限
定
を
す
る
こ
と
に
し
た
。
さ
ら
に今回は、住民サイドからの事業利川の実態を通じての「行政効采」なり「行政評価」についての訓衣は別の機会に
す
る
こ
と
に
し
た
。
そこで調査の対象として、神奈川県老人福祉課の協力が得られることになったため、県下の市町村に協力の依頼を
した。その紡采、政令指定都市としては川崎市、糾通巾は人口約三○万人の藤沢市、町は人川約三万人の一一腐町、村
は県下唯一の村である人口約三千人の清川村の協力が得られることになった。
こうして「老人福祉事務・事業調査」は神奈川県・川崎市・藤沢市・二宮町。清川村で実施することになった。具
体的な調査の実施方法については第一章で述べることにする。
また、地方交付税制度の調査については、「老人柵祉我」の雑池財政播嬰額の実態および飛地財政補要額に算定され
ている老人福祉事業の全国的妓低韮醜を示して事業化すべきものとして地方交付税に算定されている珈業で、換言す
れば囚が財源保障をして全国の日沿体で珈業化を奨励している事業で、いわば「ナショナル・ミニマム事業」ともい
える事業である。なお、本稿では、これまでに使用されていない用語であるが、全国的に最低限実施されるべき事業
と
し
て
の
積
極
的
な
意
味
を
も
つ
事
業
と
し
て
、
あ
え
て
「
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
事
業
」
と
い
う
言
葉
を
川
い
る
こ
と
に
し
た
。
そ
して、この二つの尖態を明らかにするために、市町村の地方交付税の標氷川体として人口一○刀人とされていること
か
ら
、
調
査
対
象
を
全
図
で
一
○
刀
人
前
後
の
巾
で
あ
る
二
十
四
巾
に
お
い
た
。
こ
の
二
十
四
市
に
調
査
票
を
郵
送
し
て
回
答
を
依
頼
す
ることにした。さらに、「老人福祉辮務・事業調査」の対象である神奈川県・川崎巾α藤沢市、二宮町・清川村の財
政
調
査
を
併
せ
て
実
施
す
る
こ
と
に
し
た
。
具
体
的
な
調
査
の
実
施
方
法
に
つ
い
て
は
本
論
で
述
べ
る
こ
と
に
す
る
。
なお、「老人福祉事務・事業調査」および「老人福祉費の基準財政需要額の実態調査」の実施主体は、いずれも、
法政大学現代法研究所（社会法グループ、代表秋田成就）である。調査員は、表記の大山博、岡田彰、山口春子、
自沿体の老人福祉施簸に関する調査研究印間報告）
一八五
自治体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
一八六
商柵紘一の凹紹と、分析作業の過程では法政大学学生坂元尚美子、中央大学大学院生伊崎災都子の協力を得た。
四
、
本
稿
の
構
成
本
稿
は
、
は
じ
め
に
述
ぺ
た
よ
う
に
、
以
上
述
ぺ
て
き
た
調
査
研
究
の
方
法
に
よ
り
行
な
わ
れ
て
き
た
も
の
で
あ
る
が
、
そ
の
中
川
報
告
で
あ
り
、
し
か
も
わ
れ
わ
れ
の
研
究
の
盤
理
を
す
る
こ
と
を
意
図
し
て
ま
と
め
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。
と
く
に
、
こ
う
し
た
綱
査
研
究
は
他
に
例
が
な
く
、
し
た
が
っ
て
、
調
査
に
あ
た
っ
て
の
予
伽
知
識
も
あ
ま
り
得
ら
れ
ず
、
ま
た
、
調
査研究の青写真がなかなか描ききれず試行錯誤をしていたこともあって、試論ではあるが、今後の研究を深めるため
に
、
ま
と
め
て
お
く
必
要
が
あ
っ
た
。
そ
こ
で
、
こ
れ
ま
で
に
述
べ
て
き
た
研
究
計
川
か
ら
す
る
と
、
資
料
が
あ
ま
り
に
も
不
足
し
て
い
る
が
「
老
人
桶
祉
那
務
・
耶
業
調
査」に関しては、本調査では、県・市・町・村の事務・事業の流れの中で基礎的な位置にある神奈川県にとりあえず
限定し、資津料の許す範囲で分析を試みることにした。
ま
た
、
本
橘
で
は
、
神
奈
川
肌
の
み
の
分
析
に
限
定
し
た
こ
と
も
あ
っ
て
、
川
崎
巾
・
藤
沢
市
・
二
宮
町
・
柵
川
村
の
財
政
分
析
は
別
の機会とし、「老人福祉費の基準財政需要額の実態調査」の中間報告のみにとどめた。
そ
こ
で
、
本
稿
の
榊
成
は
、
第
一
章
で
は
、
神
奈
川
県
の
老
人
補
社
事
務
・
嚇
業
を
と
り
あ
げ
て
、
さ
し
あ
た
っ
て
、
そ
の
性
格
な
り
特徴を蜥務（椛限）配分の視点から分析を試みる。そのため一つには、政雄決定・事業化において、その励機づけの
要
因
は
ど
ん
な
こ
と
で
あ
っ
た
か
と
い
う
、
い
わ
ば
事
務
・
事
業
の
発
生
原
因
に
か
か
わ
る
こ
と
が
ら
に
つ
い
て
明
ら
か
に
す
る
。
第
二
に
は
そ
の
事
務
・
事
業
は
国
と
の
関
係
に
お
い
て
事
務
配
分
上
ど
の
よ
う
な
性
格
を
も
つ
も
の
な
の
か
を
伝
統
的
な
事
務
区
分
に
よ
っ
て
明
ら
か
に
し
て
み
る
。
第
三
に
は
、
そ
の
蛎
務
は
だ
れ
が
、
ど
ん
な
方
法
で
実
施
す
る
の
か
と
い
う
実
施
主
体
と
そ
の
方
法
を
明
ら
か
に
す
る
。
第
四
に
、
こ
れ
ら
の
事
務
・
事
業
の
運
営
上
、
実
際
に
処
理
す
る
担
当
者
が
ど
の
よ
う
な
問
題
点
や
改
善
策
を
考
え
て
い
る
か
に
そ
し
て
第
二
章
で
は
、
こ
う
し
た
事
務
・
事
業
の
性
格
な
り
特
徴
を
法
的
な
側
面
か
ら
分
析
を
試
み
る
。
そ
の
た
め
、
各
事
務
・
事
業
の法的根拠および形式を明らかにして、まずその法的性格をとらえる。そしてそこに浮びあがってくる特徴などをと
らえながら、老人福祉法をはじめとする関係法の機能を検討する。
さらに、今回は柿論として、今後の事務鞭業調査と関連づけて財政分析をするための基礎的な研究となる老人編祉
蕊の埜準財政需要額の実態調査の中間報告を掲載しておくことにした。
な
お
、
本
稿
は
表
記
の
共
同
研
究
に
よ
る
も
の
で
あ
る
が
、
序
章
１
大
山
博
、
第
一
章
ｌ
岡
田
彰
、
第
二
章
ｌ
山
口
春
子
、
補
論
ｌ
高
橘紘一が執薙を担当した。また全体の制躯のため加蛾、修正を大川博が行なった。
木
鞭
で
は
、
序
で
述
べ
ら
れ
た
よ
う
に
、
「
神
奈
川
恥
老
人
福
祉
郡
務
・
耶
業
訓
森
」
に
雑
づ
き
、
と
く
に
珈
務
配
分
の
視
点
か
ら
盗
料の許す範囲でその実態を明らかにする。
なお、木調査の具体的な方法としては、昭和五十六年度中の神奈川県老人福祉課が所掌する事務・事業に限定し、
当
該
年
度
巾
に
実
施
さ
れ
な
か
っ
た
も
の
に
つ
い
て
は
調
査
の
対
象
か
ら
除
い
た
。
典
体
的
な
事
務
。
事
業
の
区
分
は
、
老
人
福
祉
課
の
事
務
分
担
表
お
よ
び
神
奈
川
県
老
人
福
祉
対
策
図
と
昭
和
五
十
六
年
度
当
初
予
算
一覧表を参照しつつ、これに若干の補正を行なった。
自治体の老人福祉施策に閲する調査研究（中間報告）
一八七
ついて明らかにする。
館
一
章
神
奈
川
県
老
人
福
祉
事
務
・
事
業
の
実
態
は
じ
め
に
ｌ
調
査
の
方
法
1ＫＫ迺堰筆ｅ瀞＜】:群F1輿澄二重乍坤露翻崖誤（骨至毒当且）
第１表神奈川県老人福祉事務・事業の擬況（昭和56年度）
事務区分｡ 震鴎
０１１０
ＯｌＣ
ＯｌＣ
事務・事業名
③
政策決定(事業化)の経過
② 。
機関
霧任
事務
団体
霧係
事務
固有
事務
⑪
庫出の無国支金蒋
②
実施主体・
実施方法 遮燭上の問題点､改善宛
②
保健・医象
老人健康教育事業
在宅老人機能回復訓練事業
老人保健医療総合対策開発事業
老人健康診宜事業
老人医線費支給鞭案
老人性白内障手術費補助
商齢者医療費支給事業補助
市町村老人医機指導監査
老人医療費・月報・年報の作成
国のメニュー事業
国のメニュー事業
法定事項
国のメニニー事業
法定獣i項
国の事業
国の事業
国のq蝿上のi噛完(老人mK1H費支給の上ﾒﾓせ）
国からの揖定事項
EIからの通知
『巳 ○○ ○○○○○ ○○○○○○○○ 市町村市町村市町村市町村焚市町付曇市町村市町村県県 教育庁の生濫牧育と競合国の補助隷準額が低い涼門職員の不足国の補助基準額が低額国の補助基瀧額が低額で超過負投(『ﾄﾞﾃﾛﾘ｢特）主稔医との関係で受診単が低い各報鐘人演検診との迩携が必要．受診後の保健招導がうまく機能し憩い
施設福ご社
老人病棟建投費補助覗業
老人福祉施設等整備費補助，
缶白
軽費老人ホーム事務費補助事業
凸日■L心Ⅵ
県立老人ホーム管理迩営委託事業
緊急施策として実施（折神奈川
計画で寛施計11mあり）
注定蛎項
国の事業として発足
○
○
○○ ○○○
医療社会福祉施
投を識iEする法
人
社会禰祉法人
市町村
社会福祉法人
社会福祉法人
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
二鱈筆ｅ菊＜蔦華i轌墳型重令9゜霊嶺這誤（昏至毒孝） 1＜員
施設福
社
老人保養所・運営費補助
新設蕊間社会彊祉施設運営費補助事業
老人福祉施設医療処jlii強化事業
民間社会福祉施設入所者処遇費捕助
老人保護譜慰安
県立老人ホーム運懲事業
j也域老人福祉センター設冠費補助
老人ホームの設置認可及び届出
老人福祉施設関係会繊
ﾘｽ?の判断･老人の利用の促進を図る
県の判断、措置費制度（関所時
は日割収入のため職員の鋪保、
施餓運営の安定力個難）の補完
県の判断、入所老人の処j遇向上
のため
鑑置費の補完
法定事項
直iii施設の維持運衡
法定引繩ｉ
県の判断・入所者の人棚果障、
施設の適正左運営確傑
○
○
○○○○
○○
○
○○○
社会樋祉騏某団
社会福祉法人
社会福祉法人
社会福祉法人
市奨(県知事）
県
市町村
県知卒
県
利用者の適正fh机の視点から利JＵ
科の検占寸が必蕩
補助基準額力抵い
在宅福祉
高齢者生きがい対策推進連絡協鍍会
高齢者事業団等事業掻興補助
老人福祉地域鯛勤促進嚇業費補助
県の判断・県、市町村間の連携
強化による老人福祉対策推進の
必要性
上記協砿会で助成要望
他県先行嚇業からヒント ○○○ 県市町村市町村 .､老人のいきがい"という抽象的課題を行政に反映醤せる新しい試みのためのテーマの選定がむずかしい事藁規模及び内容等の差力;大きく補助基準額について再検討を要する今後の施策の腰開の中でどのように泣置づけるか補助基離額が低いものがある
1員○＝鱈善ｅ鞘く鱈専&轌浸呈璽令蝿虚縄壱誤信窒憲制
串筋区分。 雲￣ 事務・事業名 ③ 飲策決定(事業化)の経過 ⑨ 事務機間審任事務 団体委任事務 固右事務 ⑨ぽｍｆ●勺｡￣▼￣支出金の有無 ②実施主体．実施方 いむ 運営上の問題点､改善策⑦
在宅福祉
老人地域文化体育擾興事業
老人保養所招待qlF案
生き鄙いと創迩の事業に対する描助事業
高齢者職業紹介事楽観補助
老人居室整lili資金寅付事業
敬老金品神父付本業
敬老感謝写真撮影襲業YH補助
知事商齢老訪問事業
福寺手帳作成事業
老人ク プ プ助成事業
県老人クラ弱虫合会補助事業
県の判断
老人クラブj里会合からの蕩請
県の判断一要[鍍護老人に対する
慰安激励
国のメニュー事栗
国の捕助泰業及びその補完
国の指定事業
県老人稿祉対策婆Ｆ１会の提言
県の判断
日本写真文化協会県支部からの
申出
県の判断
国の指定補助事業
老人クラブからの要請
県老人クラブ連合会の要舗
○○○○○○
○○○○○
○○○
○○
ilj・郡老述
県
市風]｢村
市町褐社機
県
県
日本写真文化
協会県支部
県
市町村
市F1(｢村
県
県老連への補助方式に変える必WＦ
がある。報償費では象<補助金
同魍の事業との整合性の薙保に今
後の問題、補助基準額が低い
績倫管理件数の膨大､祷理の効率化
対象者のjHI大;こよる財政負担
バラマキ福祉との批判もある
各市質T村による各種敬老事案との
調整が必欝
協会に未加入のものや地域的にバ
ラツキがあり、十分利用できない
ところもある
地域の社会活勤促進特別嚇業をう
けてクラブ活動を活性化していく
兜補11力だが自主財源収入が噸加し
ており□主事糞と補助事業の区分
が必要
ご震筆Ｑ菊＜県蒙曇豊里宝や蝿震篭這誤（二三講二） 】員１
在宅福祉
灘老人クラブ連合会補助事業
老人家庭奉仕員派遮事業補助
ホームコンパニオンi）RjEt事業賢補
補助
ねたきり老人家庭児舞金
激励慰問品の支給
在宅ねたきり老人一時入所事業
賛補助
デイ・サービス事業
日常生活用具給付等蘓業費補助
ひとり暮らし老人インターホン
貸与事業
県老人相談貝設祇TIF案
ねたきり老人入浴サービス事業
老人文化作品常設展示場の設置
郡老人クラブ連合会の要請
国が制度化
上記の捕完として県単で実施
その後国が制度化
県の判断、要援護家庭に灘する
慰問iRk励、岡等の事業の補完
先行していた施策(心障児対策）
をヒントに県単で実施、国制度
化後も、国の事業の補完として
入所期間を延憂
国のメニュー事業
国が制度化
県の判断、一人暮し老人力疵亡
して何日間も発見されないなど
の状況と孤独解消のため、
粗神薄弱者相談員、身障者相談
ロ制度の発足により老人福祉へ
も専入した
国の事菓の補完、市町村からの
要望、県の判断、在宅サーピ
スの充実
県の判断、老人の生きがい活動
の促進
○○○○○
○○○○○○
○○
○
○○
県
市町村
市町村
県
市町村
社会繍祉法人
市町村
県老述
難
市国丁替・祷養
郡老述
地区社憾の充実'二よる部社遡の発
腰的解消に伴う補助方八の検討
補助単価力境態'二合わず、市町村
|ま多大な超過負択
派j唖対象の所得制限の綴和
実施市町村少窪い
入所事由の拡大
国補助単価の増額
【X1の基準額力噸額で実施主体のも
ちだしが多い
補助蕪準卑L価が低い
舗祉電話の設霊に伴い、今後廃止
の予定
相談件数が少ない。相談貝の高齢
化
展示場を生きがい対策の場として
今後右効活用の検ill．
痙謹鐘ｅ卿＜1F菖豈i曇澄型霊や坤羅蝿忘誤倍窒尋豊の i員1１
事筋区分、
篝
。Ｉ関任
務
機
委
事
団体
婆圧
事務霊
(注）福寿手帳作成事業，デイ・サービス事業，ねたきり老人入浴サービス事業は，老人福祉地域活勤促進事業費補助のメニュー
事業である。
事務・事業名
③
政策決定(事業化)の経過
⑤ 務区分 ｡
機関
委任
事務
固有
事務 ⑤醜釧釦撫 ②実施主体・実施方法 運↑;iP上の問題点､改善策⑦
その他
公益法人の許認可事務
社会福祉法人の認可の進達事務
指導監査事務
市町村老人福祉推進計画
神奈川県老人ホーム協会補助
神奈川県ホームヘルパー協議会
補助
老人福祉対策委員会
老人のための県民の集い
老人福祉行嘉費補助金
調査研究事業
厚 生 省報告例
広報用務
子算緩成用務
表彰用務
家庭奉仕負保iEE崎地域述絡会議
法定事項
法定事項
法定事項
県の判断、摘報収集、提供の必
要性
県の判断、各施設の育成指導の
必要性
県の判断、家庭瀞fl2員の質的向
上のため
各部局毎の老人関係施策の右機
的、体系化
県の判断、老人福祉思想の普及、
推進
県の判断
県老人福祉対策委員会の提言
国の指示
国の施策・県の施策
県の判断、業務運営の連絡強化
○○○
○○ ○○○○○○○○○○○
事事事
協
県知知知県県県県県蝿県県県県・県県県県国 老人施策は樋祉函に限らず広く対処する必要がある
を作畑成してみた。
調査項目は、事務・事業の概要、政策決定（事業化）の経過、事務区分法的根拠、実施主体・実施方法、さらに苦
情・不服申立などの取扱い方法、運用上の問題点・改善策など細目を含めて一二項目からなるものであった。
調
査
の
時
期
は
、
昭
和
五
十
六
年
七
月
～
八
月
に
か
け
て
実
施
さ
れ
た
。
そこで本章では、こうして実施された調査のうち、これまでに整理作業の進められた項目をとりまとめて分析を行
な
う
こ
と
と
す
る
。
この分析にあたり、今回は、各老人桐祉事務・事業の性格なり特徴がまだ整理作業の途中でもあり十分把えきれて
いないこともあって、珈務・事業の分獄は、きわめて便通的ではあるが、「保健・医旅」、「施設福祉」、「在宅福祉」、
「その他」に分類してみることにした。さらに第二章では法的根拠によって分類してみることにした。
そこで本章では、こうした経緯もあって第一表のような「神奈川県老人福祉事務・事業の概況」としてまとめた表
そこで調査の方法は、“
てヒアリングも行なった。
まず第一表により、⑧欄の政策決定（事業化）の経過から分析を試みておこう。
なお、当該欄で用語などに統一性を欠いているのは、各事務担当者による自由回答によったためである。
自淌体の老人福祉施策に関する調査研究（中間報告）
一九三
以下これをもとに分析をしておきたい。
第
一
節
政
策
決
定
（
事
業
化
）
の
級
過
に
つ
い
て
各事務担当者に調査表を配布して回収する方式で実施した。また回収の際、点検作業と併せ
側治体の老人掃祉施策に関する調交研究（中間報告）
一九四
一般的に県における「事業化」で最優先されるのは、「法定事項」や「国の事業」辱の法令で事業化が規定された
ものである。これは義務的に事業化される。さらＥ法定されないものの国の補助金、通知等で事業化が誘導され、
準義務的に事業化されるのが「囚のメニュー事業」や「国の制度化」によるものである。いずれも国の政簸、主導に
よるもので、県はこれらを義務的に行うこととなる。したがって、県の事業化の意思決定における優先順位を規定す
る要因はこれらを除いた随意的な、いわゆる県単独事業に集中する。
「酬業化の経過」では、「関係団体の要望」、瀞識会等の「提言」、「（囚の）折慨對の補完」、「他県・先行珈業から
ヒント」、「市町村の要望」、「県の判断」等、多様な事由が挙げられている。もっとも、より厳密には、事業化への働
き
か
け
と
、
事
業
化
決
定
の
理
由
と
を
区
分
す
る
必
要
が
あ
る
。
「
働
き
か
け
」
と
い
う
政
策
化
へ
の
促
進
要
因
と
事
業
化
に
対
す
る
意
思
決
定
要
因
と
は
、
必
ず
し
も
一
致
す
る
も
の
で
は
な
い
。
事業化への働きかけは、行政機関の内外から行われる。具体的には関係団体、市町村、群議会、議員、政党、議会、
マスコミ、等の外部や、担当部局、首長、労組等の内部、さらに両者が絡む場合もある。
事業化への理由としては、「措慨災の補完」のように国の給付水蹴の引上げや「提言」、「中期計画」等の政莱に難
づくものの他、「他県先行事業からのヒント」等、先例により事業化が「容易」な場合や財政負担が「唯い」場合、
さらに「住民の支持」等に依るものもある。
そこで第一表をみると、国の政雄・主導によるものがⅡ立って多く、六五事務・事業中二三事業で約三分の一を占
めている。とくに保健・医療の部門ではすべてこれによるものとなっている。さらに「国の事業補完」などのいわゆ
る「上乗せ」が八事業で、これも発生原因において国の事業とかかわりがあるものとすると、約二分の一を占めるこ
埜
準
と
す
る
「
行
ることによる）。
地方自治法が規定する地方自治体の処理する事務の区分に準拠して、神奈川県老人福祉課の所単する事務・本業の
分緬を試みたものが◎棚である。
こ
こ
に
区
分
し
た
三
菰
類
の
事
務
は
、
そ
の
組
み
合
わ
せ
に
よ
っ
て
、
自
治
体
の
処
理
す
る
郡
務
の
特
性
を
み
る
こ
と
が
で
き
る
。
す
なわち、「機関委任耶務」とその他の事務（「間有本務」及び「団体委任事務」）とに分けることにより県老人福祉課
の処理する事務が、国の事務か、児の事務か、を示している。また、「固有事務」とその他の事務（「機関委任事務」
と「団体委任事務）とに区分すると、「必要螂務」か成いば「随意本務」か、日輪体が処班することを義務づけられ
た事務か否かを示している。（なお、本表では「行政事務」は「固有事務」に含めている。事務の性格（権力性）を
埜準とする「行政醐務」は、このような区分の薙準になじまないこと、また、「行政事務」は本来、「固有琳務」であ
つ
ま
り
、
県
独
自
の
政
簸
決
定
（
事
業
化
）
に
よ
る
も
の
は
約
二
分
の
一
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
この約二分の一の酬業も、さきに述べたごとく、「他叺先行事業がヒント」、「老人クラブ述合会の要論」
といった経過のものもある。さらに「県の判断」とされるものも複雑な経過をたどることになる。
と
に
な
る
。
さ
ら
に
、
こ
』
こ
と
が
で
き
る
。
第
二
節
国
と
、
流
体
と
の
耶
務
配
分
か
ら
み
た
小
業
の
性
格
これらの事務区分に第二章で分析される法的根拠を引照することによって、事務・事業の発生原因をみる
側流体の老人描祉施簸に関する調査研究（中川報告）
一九五
本表では、県知事が国の機関として管理・執行する事務・事業は四事業となっている（老人福祉法関係では、この
他に、「養謹老人ホーム等への収容等の措置」が県知事に機関委任されているが、これは、県立の福祉事務所の長が
行
な
っ
て
い
る
た
め
に
木
爽
で
は
除
い
た
。
こ
の
山
平
業
を
耶
務
手
続
き
の
耐
か
ら
縦
蝋
す
る
と
、
①
「
公
鐡
法
人
認
可
鞭
務
」
ｌ
「
編
騨
襄
事
務
」
及
び
②
「
社
会
禰
祉
法
人
の
認
可
通
達
篝
ｌ
「
老
人
ホ
ー
ム
の
識
憧
書
及
び
脇
川
瀬
務
」
ｌ
「
編
導・監査事務」の二つに大別されよう。もっとも、前者の①の場合、民法及び許可認可等臨時折紐法、伺措侭令に依
拠
さ
せ
て
、
最
近
、
新
設
の
目
立
つ
高
齢
者
事
業
団
を
対
象
と
し
た
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
機
関
委
任
酬
務
の
中
核
は
、
老
人
福
祉施設に関するもので、国の施設福祉重視の姿勢がうかがえる。それは、また、老人福祉法制定以前の、養老施設時
自沿体の老人福祉施策に関する調査研究（中川報告）
一九六
と
こ
ろ
で
、
こ
の
よ
う
な
自
治
体
が
処
理
す
る
事
務
（
国
の
事
務
の
委
任
）
を
考
察
す
る
に
際
し
て
は
、
次
の
よ
う
な
、
事
務
配
分
の
前提条件に留意する必要があろう。
すなわち、国が新たな事務を発生させ、その鞭務を国の事務と観念した場合、一次的には、自ら執行処理しようと
する。その手足として、地方支分部局、附属機関、特殊法人さらには、民生委員等が位世する。そこで、治体への珈
務
の
委
任
は
、
こ
れ
ら
の
国
の
行
政
機
関
が
国
の
事
務
を
自
ら
直
接
執
行
す
べ
き
で
な
い
と
さ
れ
た
と
き
に
生
ず
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
これが文字どおりの団体委任事務で、わが国では、国の事務の自治体への委伍の特殊な処班方式としてさらに「機関
委任珈務」及び「地力本務向」制度が存する。
以下、事務区分の順序にしたがって、事務・事業の特徴をみることとする。
川
「
機
Ⅲ
委
征
耶
務
」
の
小
務
・
那
業
に
つ
い
て
その共通点は、すべての事業が県の経費負担を規定していることである。
国とともに法定の経澱負担を行って財政面から市町村長等が行う鞭務・事業の促進を図るものであるが、老人栃社
施設等盤術費補助と除くと、いずれも市町村長等に対する機関委任率務の経費の負担である。つまり、市町村長に対
しては、図の事務として処理させつつ、県に対しては、国の琳務とせずに、爪の仕事として、その経我を負担させる
という仕組みである。市町村・雌という、桁休に、機関委任事務Ⅱ国の事務と団体委任珈務Ⅱ回流体の郡務という異
なった事務処理を規定している。
都道府肌このようなの経挑久扣剛体的性格は、財政耐からもみることができる。ちなみに、昭和五十六年度の老人
福祉課予算総額七十三億九千万円中、団体委任事務に関する経對は二十四億九千万円で、総額の約三分の一強を占め
、淌休の老人福祉施簸に側する調査研究（中川報俗）
一九七
事業がみられる。
代の事務処理体系を継承したものである。養老施設時代において、法人・施設の許認可権を国が留保し、それによっ
て、老人福祉施策全体を蛾握した事務処理体系の戎牽でもある。
ところで、このような噸務処理の過程で看過できないのは平務処理に至る以前の県の調盤機能である。施設等の設
世・迎悩に図・県の補助金が伴うことからも、許認可の枠に適合させるための各稲の訓盤が要諦される。いわば、事
務
で
な
い
事
務
も
派
生
す
る
。
そ
れ
は
ま
た
、
脚
流
体
自
身
の
計
耐
行
政
の
挑
逃
に
も
形
鞘
を
与
え
る
。
用語の適否に関する問題は別として、「都道府県が処理しなければならない事務」（団体委任事務）は、本表には四
図「団体委任螂務」の那務・事業について
前
二
帝
は
、
法
令
で
鵬
及
び
県
知
事
に
義
務
づ
け
ら
れ
た
郡
務
で
あ
る
の
に
対
し
、
「
固
有
事
務
」
は
、
自
治
体
の
自
主
的
判
断
（
随
意
）
に
基
づ
く
事
務
と
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
す
ぺ
て
の
「
固
有
事
務
」
が
、
先
述
の
「
事
業
化
の
経
過
」
の
如
く
、
日
輪
体
の
自
主
的
な
発
意
に
よ
る
も
の
で
は
な
い
。
また、その法的根拠やその形式からみても第二章で詳論される如く複雑であり、いくつかのタイプに分けられる。
そ
こ
で
、
こ
こ
で
は
節
一
表
に
よ
り
、
間
打
事
務
と
さ
れ
る
事
務
・
辨
業
の
大
ま
か
な
特
徴
に
つ
い
て
ふ
れ
て
お
く
こ
と
に
す
る
。
固有事務は「在宅福祉」と分菰されているものすべてと、「保他・医旅」、「施設福祉」、「その他」にもかなり多く
日につく。
なお、本表では、「市町村老人医療指導監査」、「老人医療費・月報・年報の作成」等の事務区分については、便宜
的に「団体委任事務に附随する事務」とした（当該事務は、画接的には「国の通知」によって生じる那務である）。詳
細な検討は別の機会に譲ることとした。
みられる。
しかも、六四事業総数のうち五三事業が固有事務となっている。
しかし、先述の如く⑧柵の「事業化の経過」とさらに⑪柵の「国庫支川金の有無」を併せてみると、「囚のメニュ
ー事業」・「国の通知」などの国の政策・主導の事業で、しかも、国庫支肌金（補助金）が交付されている事業が多く
て
い
る
。
③
「
川
有
酬
務
」
の
珈
務
・
本
業
に
つ
い
て
自治体の老人福祉施策に関する調査研究（中間報告）
一九八
とくに国の通知に雑づく事務・卒業の特徴は、当該事務・事業について図脈補助金が伴うことで、月輪体における
本務・鞭業の促進を図る反面で、向治体の事務・事業の方向・優先順位を左右する機能を有することである。
この場合、当骸事務・事業の実施主体は市町村を主としたもので、県は、団体委任事務の場合と同様に国の通知
（要綱）に規定する一定割合の経費負担を負う。したがって、自治体の事務・事業は、「必要事務」の処理に次いで、
国の通知する「指定珈業」に誘導されることになる。県にとって、「指定事業」の内容の当否は別として、図の通知
が「都道府県の負担する額の何分の一を負担する」と県の経澱負担を前提に国庫負担を規定する形式を用いるために、
県
自
身
の
自
主
的
な
事
務
・
事
業
の
余
地
を
さ
ら
に
財
政
面
か
ら
狭
め
る
こ
と
に
な
る
。
国にとって「通知」による本務・事業は、国の意思を市町村末端にまで侵透させるばかりでない。「指定事業」に
よ
っ
て
、
災
質
上
「
法
定
卒
業
」
の
補
完
が
行
わ
れ
る
。
さ
ら
に
、
「
指
定
珈
業
」
が
予
算
補
助
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
当
該
鞭
業
の
内
券
（対象・単価輔）や蜥業そのものの改変が国に委ねられる。
このような「国の通知」に雑づく事務・鞭業に附随して、いわゆる「描出し」、「上乗せ」珈務が派生する。本表の
「軽我老人ホーム事業独補助事業」は、脚の定める雑耶が実勢に比して低いための「上乗せ」であり、「老人福祉施
設
医
恢
処
遇
強
化
琳
業
境
は
「
老
人
健
康
診
炎
蜥
業
」
の
診
査
項
Ⅱ
に
術
科
を
加
え
た
「
横
川
し
」
の
那
務
・
耶
業
で
あ
る
。
も
っ
と
も、この種の本務・那業の中には、国の指定事業化に先行して、県単独事業として実施していたものを、国が後追い
で「指定事業化」したために、経費を横すべりさせて、さらに対象を拡げた「横出し」事務（ホームコンパニオン派
遣事業費補助・高齢者医療費支給事業補助）や、国が後追いで指定率業化したものの、その国基準が、従前の県の内
容
よ
り
も
低
い
た
め
に
、
結
果
と
し
て
「
上
乗
せ
」
と
な
っ
て
い
る
も
の
（
在
宅
ね
た
き
り
老
人
一
時
入
所
本
業
澱
補
助
）
も
み
ら
れ
る
。
日輪体の老人福祉施簸に閲する調査研究（中間報告）
一九九
我
補
助
等
）
。
口
、
補
助
金
、
分
給事業補助等）。
次に、恥における事務・事業の実施方法及びその役割を概観する。
木
表
⑭
欄
で
は
、
那
務
・
耶
業
の
「
実
施
方
法
」
と
「
実
施
主
体
」
と
が
一
折
さ
れ
て
い
る
。
児
の
事
務
・
事
業
の
晶
終
的
な
実
施
主
体をみると、県は必ずしも肌の那務・事業の実施主体ではない。むしろ、市町村（長）、社会柵社協議会、社会福祉
法
人
、
関
係
川
休
等
が
、
肌
の
小
務
・
那
業
の
実
施
主
体
と
な
っ
て
い
る
例
が
多
い
。
そ
れ
は
、
珈
務
・
卒
業
の
実
施
力
法
に
も
よ
る
た
、淵体の老人桶祉施簸に側する調査研究（中川報告）
二○○
こ
の
よ
う
に
、
県
の
事
務
・
事
業
は
、
機
関
委
任
鞭
務
及
び
団
体
委
任
事
務
を
軸
と
し
、
こ
れ
に
「
指
定
事
業
」
が
加
わ
る
同
心
円
を
形成し、その外周の溝を「上乗せ」、「検出し」が埋めるかの様机で処理されている。
「固有事務」から、このように、「国の通知」による事務や「上乗せ」、「描出し」事務を除くと、純粋な県の単独
辨
業
は
、
頂
目
、
経
徴
と
も
に
限
ら
れ
た
も
の
と
な
る
。
法人、側悔
めである。
口、補助金、分担金等を交付するもの（老人病棟建設饗補助事業、高齢者事業団等事業振興補助、高齢者医療費支
雌
の
邪
務
。
本
業
の
実
施
方
法
は
、
次
の
よ
う
に
大
別
さ
れ
る
。
Ｈ、県が自ら面接実施するもの、（県立老人ホーム迎憧那業、知事高齢者肋間小業、老人係焚所州待事業等）。
。、関係団体等へ委託するもの、（ひとり蕪し老人インターホン貸与事業、老人福祉行辨費補助、老人保義所迎営
第
三
節
実
施
方
法
と
実
施
主
体
に
つ
い
て
このような実施方法の中で、量も件数の多いのが口で、次いでＨ、。の順となっている。つまり市町村等の、実施
主体に対する補助金交付事業が多いことによる。それは、老人福祉行政における県の役割、ないしは事務・事業の立
案から実施に至る過秘における県の役判分担によるためでもある。
先述のように、県の仕事は、国の法令によって大きく規定される。法令で義務づけられ、ないしは通知等で誘導さ
れる事務・蜥業の多くは、市町村鞭を尖施主体とするもので、雌には当該鞭務・辨業の経澱負担を予定したものであ
る。また、県自らが実施主体となるＨの場合であっても、実施に際しては、市町村等の協力が不可欠な場合が多い。
ちなみに、県老人机談員設悩鄭業や老人保養所招待事業の場合、該当者の推耐を市町村に委ねている。つまり、図レ
ベ
ル
で
は
、
税
極
的
に
市
町
村
弊
を
第
一
義
的
な
実
施
主
体
と
し
、
県
に
は
そ
の
中
継
的
役
割
を
負
わ
せ
て
い
る
こ
と
。
ま
た
、
県
が
直
接的に尖施するのは実勢把握弊の而で容易ではないこと蝉からＨの雌が脚ら面接実施するものの件数が少なく、口
の補助金・負担金等を交付するものが多いという結果を示している。
このような、肌の那務・那業の災施主体及び実施力法は、栃祉の那務の性格を反映したためでもある。すなわち、
福
祉
の
ニ
ー
ド
は
多
様
で
か
つ
固
定
的
で
な
い
こ
と
、
医
療
保
隙
の
よ
う
に
一
定
水
率
の
維
持
と
は
異
な
り
、
個
別
的
、
日
術
的
か
つ
柔
軟
な
対
応
が
必
要
と
さ
れ
、
現
行
の
行
政
シ
ス
テ
ム
で
は
、
福
祉
の
ニ
ー
ド
に
妓
も
身
近
な
市
町
村
が
そ
の
実
施
主
体
に
最
も
適
す
る
と
考えられていることによる。
また、妓近の〃地域桶祉〃の台頭は、従来凧の仕那と老えられてきた大規模編社施設に関しても、これを大規模か
ら小規模へ、集中型から分散型へと転換させつつあり、県の役割の再検討の時期に至っていることがうかがわれる。
なお、事務・郡業の「委託」の問題については、別の機会に誠る。
自淌体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
二○一
本表⑪棚は、事務・事業の実施に伴なう問題点等をまとめたもので、当該の事務・事業にとどまらず、行政活動全
般に対する多様な指摘がなされている。
その中で、殿も数多く指摘されているのが、国の経我負担に側することである。「国の補助基本額が低い」（老人健
服教育事業、ディサービス酬業）（地域老人福祉センター設慨澱補助）熱、「補助単価が実態に合わず、市町村は多大
な
超
過
負
担
」
（
老
人
家
庭
奉
仕
貝
派
泄
事
業
補
助
）
等
、
国
の
法
定
事
項
、
メ
ニ
ュ
ー
事
業
、
国
の
事
業
補
完
、
竿
に
共
通
し
て
拳
げ
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
肌
に
よ
る
補
助
金
等
交
付
事
業
の
場
合
に
は
、
『
事
業
規
模
及
び
内
雰
等
の
差
が
大
き
く
補
助
基
準
額
に
つ
い
て
再
検
討
を
要
する』（商齢考事業団等珈業振興補助）という合理的補助金額算定の問題、「自主事業と補助事業の区分が必要」（県
老人クラブ迎合会補助卒業）という団体に対する補助方式の検討・あり方、竿が指摘されている。
鞭務・事業の対象については、「派遣対象の所得制限の緩和」（老人家庭奉仕貝派遣事業）「入所事由の拡大」（ねた
きり老人一時入所事業饗補助）等、その拡大の必要性が説かれる一方で、「対象者の墹大による財政負担」（敬老金品
等
交
付
事
業
）
や
「
偵
椛
梼
理
件
数
の
膨
大
化
、
符
理
の
効
率
化
」
（
老
人
居
塞
整
術
資
金
貸
付
事
業
）
等
、
拡
大
に
伴
な
う
運
憶
符
班
等
交
付
事
業
）
や
上の問題もある。
さらに、タテワリ行政のため、「教育庁の生涯教育と競合」（老人健康教育琳業）や、「行市町村による各弧敬老事
業との調盤が必要」（敬老金砧等交付那業）という二並行政の問題もある一方で、「各菰成人病検診との述挑が必要、
第
四
節
巡
営
上
の
問
題
点
、
改
善
鱗
に
つ
い
て
日淌休の老人福祉施策に関する調査研究（中間報告）
二
○
二
受診後の保健指導がうまく機能しない」（老人健康診衣事業）、「同和の那業との盤合性の硴保が今後の問題」（商齢者
職
業
紹
介
事
業
澱
補
助
）
と
い
う
事
務
・
鞭
業
の
横
断
的
連
挽
・
調
整
に
よ
る
体
系
的
整
備
の
必
要
性
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
叩務・酬業の尖施体制の問題としては、先述の市町村川の格差の他に、「専門職貝の不足」（在宅老人機能回復訓練
鞭業）、「『協会に未加入のものや地域的に』バラツキがあり十分利川できないところもある」（敬老感謝写真搬影事
業）、「机談貝の商齢化」（雌老人机談瓜孜肚珈業）等の災施体制の問題が難げられているが、同時に、「机談件数が少
ない」（県老人相談員設置事業）という問題点の指摘もみられる。
この他、政雄上の課題としては、「〃老人の生きがい〃という抽象的課題を行政に反映させる新しい試みのため、テ
ーマの選定がむずかしい」（高齢者生きがい対策推進連絡協議会）、「今後の施策の展開の中でどのように位置づける
か」（禰齢者珈業団体等事業振興補助）等、政策全般に及ぶ課題や展望を折摘するものもみられる。
と
こ
ろ
で
、
こ
の
よ
う
な
事
務
・
事
業
の
実
施
に
伴
な
う
問
題
点
、
改
善
策
は
、
行
政
活
動
評
価
の
一
図
と
な
る
も
の
で
あ
る
。
立
案１－尖施された本務・那業は、さらにその評価という一段階を蕊て、次の行政活動（立案１１実施１１評価）に資
す
る
こ
と
と
な
る
。
ま
た
行
政
評
価
に
よ
っ
て
、
行
政
活
動
は
、
そ
の
安
定
性
、
一
貫
性
を
確
保
す
る
こ
と
と
な
る
。
し
か
し
、
こ
れ
ま
で
の
と
こ
ろ
、
行
政
評
価
の
問
題
に
関
し
て
は
、
政
簸
の
立
案
、
災
施
過
税
ほ
ど
に
研
究
が
進
捗
し
て
い
な
い
。
そ
の
意
味
で
は
、
こ
こ
に
指
摘
さ
れ
る
柵
震
・
改
簔
が
次
の
立
案
－
－
実
施
ｌ
梛
伽
に
い
か
に
反
映
さ
れ
る
の
か
、
事
義
価
シ
メ
｜
ア
ム
の
確
立
が
大
きな柧題となっている。
自治体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
二
○
以
上
の
よ
う
に
、
本
章
で
は
、
今
後
、
老
人
福
祉
事
務
・
事
業
の
図
・
県
・
巾
・
町
・
村
と
い
う
流
れ
の
実
態
を
明
ら
か
に
す
る
に
あ
た
り
、
さ
し
あ
た
っ
て
県
を
と
り
あ
げ
て
、
資
料
の
許
す
範
囲
で
、
事
務
・
事
業
の
発
生
原
因
（
事
業
化
の
経
緯
）
、
事
務
・
事
業
の
事
務（椛限）配分からみた性格および特徴、そして実施方法と実施主体、さらに実際の珈務担当新の意見を附して、そ
の実態の骨格を明らかにしてみた。
そ
の
中
で
、
老
人
福
祉
耶
務
，
酬
業
の
流
れ
に
川
し
て
、
県
の
位
侭
づ
け
な
り
、
役
削
が
か
な
り
浮
び
あ
が
っ
て
き
て
お
り
、
今
後
の
分析の視角を提供していると思われる。
し
か
し
、
こ
れ
だ
け
で
は
申
す
ま
で
も
な
く
不
十
分
で
あ
る
。
今
後
、
さ
ら
に
県
の
分
析
を
深
め
、
同
様
に
囚
・
市
町
村
と
総
合
的
な
検討が不可欠である。また、神奈川県では、特に械浜市、川崎市という原則として県なみの椛限を有する政令折定都
市
が
存
在
し
て
お
り
、
両
市
と
県
と
の
関
係
の
検
討
も
不
可
欠
で
あ
る
。
したがって本章は、県の本務・事業の骨格を概括的に分析を試みたものにとどまるものである。
さらに、以上の分析を法的根拠によって詳細に次章で検討が試みられるのでそちらに委ねたい。
む
す
び
に
か
え
て
自泊体の老人福祉施策に関する調査研究（中間報告）
二○四
すべての国民は基本的人権として生存権が保障されている。老人になった時に老人福祉サービスが提供される権利
は
、
生
存
権
の
一
環
を
な
す
も
の
と
い
え
よ
う
。
老
人
柵
祉
に
関
し
て
規
定
す
る
老
人
桶
祉
法
は
、
窓
法
二
五
条
の
生
存
椛
保
陳
の
内
沸
を老人福祉の領域において具体化した法である。現行老人福祉法は、老齢人口の増加、老人就業の困難、私的扶養の
減退、社会環境の変化などによる老人の不安定な生活状況を見通して、国民皆年金体制の碓立を契機に、年金制度以
外の分野でわずかながらも行われ始めていた老人福祉事業に対する法的規制を一元化して老人福祉施策を総合的に体
（１）
系
化
す
る
必
要
に
迫
ら
れ
、
一
九
六
三
年
に
制
定
さ
れ
た
法
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
背
景
の
下
で
成
立
し
た
老
人
福
祉
法
は
、
①
老
人
福
祉
に
関
す
る
原
理
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
今
後
の
国
・
地
方日沿体の施筑の方向性を示すとともに、②老人に対し具体的な各種の編祉措価を識ずることをⅡ的とした。老人福
祉法には老人福祉の基本的理念として「老人は多年にわたり社会の進展に寄与してきた者として敬愛され、かつ健全
で安らかな生活を保障されるものとする」（二条）ことが規定され、この雑木的理念を災型するために「国及び地方
公共団体は、老人の福祉を増進する責務を有する」西条一項）という老人福祉に関する原理の規定が設けられた。
し
か
し
実
際
に
ど
の
よ
う
な
施
簸
を
法
に
盛
り
込
む
か
に
つ
い
て
は
、
．
股
国
民
に
対
す
る
各
菰
の
施
簸
と
の
均
衡
を
失
し
な
い
た
め
に
…
…
あ
く
ま
で
老
人
の
ハ
ン
デ
ィ
キ
ャ
ッ
プ
の
補
て
ん
と
社
会
へ
の
貢
献
者
に
対
し
て
相
当
と
認
め
ら
れ
る
優
遇
の
程
度
を
越
え
な
い
（２）
ものでなければならない」という雑木的考え方にたち、所得係陳については公的年金法制度にゆだね、「優先的に粁
自淌体の老人福祉施策に関する調査研究（中間報止Ｃ
二○五
雛
二
軍
老
人
補
杣
行
政
に
お
け
る
老
人
編
祉
法
の
機
能
は
じ
め
に
－
－
本
章
の
課
題
自治体の老人福祉施簸に関する調査崖究（中間報告）
二○六
（３）
手すべきものについて具体的な措置の規定をおき、それ以外の部面においては基本的な訓一不規定をおく」にとどまっ
た
の
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
法
に
規
定
さ
れ
た
具
体
的
な
裕
世
は
、
老
人
ホ
ー
ム
へ
の
収
容
な
ど
極
め
て
限
定
さ
れ
た
内
容
と
な
り
、
す
で
に
当
時
「
老
人
福
祉
対
策
の
方
向
づ
け
と
な
る
点
か
ら
み
て
、
そ
の
総
合
的
対
策
と
し
て
は
積
極
的
、
具
体
的
施
策
に
乏
し
い
う
ら
み
（４）
がある」と評され、むしろ今後の拡充発展が期待されたのであった。その後法制定から約二○年、法定の稿祉の措腫
（一○条～一三条）に新たに盛りこまれたのは、老人医療費の支給規定（一○条の二）のみであった。現行老人福祉
法
は
、
制
定
時
に
そ
の
基
本
理
念
に
ふ
さ
わ
し
い
具
体
的
施
簸
の
拡
充
発
展
を
将
来
に
期
待
さ
れ
た
ま
ま
凍
結
し
て
し
ま
っ
た
と
も
い
え
よう。しかし、一方、各自治体では法に規定された福祉の持侭以外の老人福祉事業が数多く尖施されている。これら
の事業の多くは、法四条に規定された国・地方自治体の老人福祉増進の責務の具体化として、四条の責務を費用負担
の側而について規定した二四条一一項、二六条二項を活川するという様机を呈している。
本章は、以上のような状況をふまえ、基本的人権としての生存権、その一環としての老人福祉の権利保障の確立と
いう視点から老人福祉法制度を考察する手がかりを得るために、まず、現行老人福祉法上の「桐祉の措砥」規定を概
観したのちに、地方自治体で実際に行われている老人福祉事業を把握し、法定の福祉の措低はもとより、それ以外に
どのような事業が、どのような内容で、どのような根拠形式によって実施されているかという検討を通じて、老人福
祉行政の特徴とそこにおける老人福祉法の機能について検討することを課題とする。地力向淵体で実施されている老
人福祉事業についての以上のような検討は、都道府県・政令市・市町村等の各レベルで行うことが望ましいと考えら
れるが、木牽は、このような調査研究の中間報告として、検討の対象を県（神奈川県）の老人柵社事業、しかも老人
福祉課で昭五十六年度に実施した事業に限定せざるを得なかった。
さて、法定された「福祉の措置」とは、①健康診査二○条）、②老人医療費の支給（一○条の二）、③社会福祉主
事による指導（二条一項一分）、④養謹老人ホームへの収容（ｎ条何項二号）、⑤特別美談老人ホームへの収容（同
項二号）、⑥養護受託者への委託（同項四号）、⑦葬祭（同条三項）、③家庭奉仕貝の派遣（一一一条）、⑨老人クラブ等
自泊体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
二○七
」老人福祉法は、老人の「心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な措置」（一条）として、一○条から一三
条に「福祉の措置」を規定する。この福祉の措置は、老人の「心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な」い
わ
ば
老
人
福
祉
に
関
す
る
全
国
的
最
低
避
準
内
容
を
示
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
従
っ
て
、
老
人
福
祉
の
原
理
と
し
て
老
人
の
福
祉
を
増
進
す
る
責
務
を
負
う
国
と
地
方
自
治
体
（
四
条
）
は
、
当
然
法
定
の
「
福
祉
の
措
置
」
を
実
施
す
る
責
任
を
負
う
。
そ
れ
だ
け
で
な
く
時代の変遷に伴い、労働・生活・住居環境、家族関係の変化、老後生活に対する意識の変化などに対応して秋極的に
政策を展開する責務をも負っていると考えられる。ちなみに地方自治体は、国と協力としてすべての老人に対して老
人福祉の責務を負うだけでなく、蛾本的人椛のⅢ接的保障として規定された、「地力日輪の本旨」（懸法九二条）にも
と
づ
く
自
治
権
の
保
障
に
か
ん
が
み
て
、
自
治
体
住
民
に
対
し
て
独
自
の
老
人
福
祉
施
策
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
と
考
え
ら
れ
る
。
「
地
方
自
治
の
本
旨
」
に
も
と
づ
い
て
自
始
体
の
組
織
、
迎
営
を
規
定
す
る
地
方
目
減
法
も
、
老
人
桶
祉
を
日
輪
体
の
所
掌
事
務
と
し
て
砿
認
的
に
列
挙
し
て
い
る
（
二
条
三
項
一
紗
六
号
九
号
）
。
従
っ
て
地
方
日
沿
体
は
、
自
治
椎
に
も
と
づ
き
、
自
治
体
住
民
の
老
人
福
祉
要
求
を
そ
の
行
政
に
反
映
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
で
き
る
し
、
ま
た
そ
う
す
る
こ
と
が
老
人
福
祉
法
の
基
本
的
理
念
の
実
現
に
そ
う
こ
と
と
い
え
レムハノ。
第
一
節
老
人
福
祉
法
上
の
「
福
祉
の
搬
肚
」
以上の内雰からなる「福祉の措極」に関する規定の特徴として次の点が指摘できるであろう。
第
一
は
、
す
で
に
折
摘
し
た
よ
う
に
そ
の
柧
歎
が
き
わ
め
て
乏
し
く
限
定
さ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
法
制
定
に
あ
た
っ
て
「優先的に着手すぺきもの」として規定され、その乏しい内存も「今後の施策の進展、国の財政力の向上その他の事
梢
の
変
更
に
よ
り
、
新
し
く
法
定
す
ぺ
き
折
悩
が
生
ま
れ
、
あ
る
い
は
脚
の
蜥
務
と
し
て
全
倒
的
に
実
施
が
義
務
づ
け
ら
れ
る
も
の
が
燗
（５）
』えていくことは当然予想され、かつ期待されるところである」と考えられていたにもかかわらず、約二○年の間に
「新しく法定すべき福祉の措世として全国的に実施が幾務づけられ」たのが、一○条の一一として規定された老人医旅
費
の
支
給
だ
け
で
あ
っ
た
た
め
で
あ
る
。
ち
な
み
に
こ
の
老
人
医
縦
費
の
支
給
は
、
各
地
方
自
治
体
で
先
駆
的
に
行
わ
れ
て
い
た
事
業
を
国
の
事
業
と
し
て
実
施
す
る
た
め
七
二
年
の
法
改
正
に
よ
っ
て
導
入
さ
れ
た
措
値
で
あ
る
。
他
の
措
健
が
お
お
む
ね
六
五
歳
以
上
を
対
象
と
し
て
い
る
の
に
原
則
と
し
て
七
○
歳
以
上
を
対
象
と
し
、
し
か
も
所
得
制
限
を
課
し
て
い
る
た
め
そ
の
対
象
が
一
周
限
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
理
由
に
、
導
入
当
時
か
ら
批
判
さ
れ
て
い
た
描
悩
で
あ
る
。
第二の特徴は、限定された「福祉の措樋」でありながら実施義務があいまいな折憧が多いということである。この
ような特徴を示す第一の例は、措値の実施ｎ体が明文で雑務づけられず実施主体の裁趾にゆだねられるという場合で、
葬祭、家庭奉仕貝の派過、老人クラブ簿への援助がこれに該当する。法文上災施義務が明定されないこれらの折低に
ついては、当然尖施にかかる澱川負担に側する義務規定もない。第二の例は、梢低の実施は明文で雑務づけられてい
るが、尖施のための施設設置が栽避にゆだねられているという場合で、養誠老人ホーム、特謎ホームへの収窓措肚が
これに該当する。ちなみに養識老人ホーム、特漣ホームの設悩は、設値主体が都道府県・市町村・社会福祉法人に限
日桁休の老人福祉施簸に側する調査研究（中間報告）
０
への援助（一三条）である。
二○八
定
さ
れ
（
一
五
条
一
・
二
項
）
、
市
町
村
・
社
会
編
社
法
人
孜
悩
の
場
合
は
認
可
を
要
件
と
す
る
（
ｎ
条
二
項
）
な
ど
施
設
の
公
的
性
格
（６）
に
か
ん
が
み
厳
し
い
規
制
が
な
さ
れ
な
が
ら
、
そ
の
設
置
が
裁
趣
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
て
お
り
、
問
題
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
な
お
法
文
上
裁放にゆだねられているといっても、法定の折悩は生存柿の共体化として老人福祉の雑木的理念実況のためのいわば
全国的妓低飛那として法定されたものと考えられ、国と自桁体は進んで実施する努力義務を父っていると解すべきこ
第三の特徴は、措置の具体的な実施埜準・方法・実施に要する澱川の算定基準などが、その専門性・技術性のゆえ
に厚生大匝に委任されているということである。たとえば、健康診査は厚生大臣が定める方法による（一○条一項）
ことになっており、実施の細目を定めるのは局長通知「老人福祉法による健康診査の実施について」（昭三九・五・
一社発）である。老人医旅我の支給は厚生樹令で定める手続に従う（一○条の二、施行規則二条）。養護老人ホーム、
特養ホームへの収容措置の実施基準については、局長通知「老人ホームへの収容等の措置の実施について」（昭三
八・七・三一社発）が定め、施波の設伽述懲韮準は樹令「養護老人ホーム及び特別養謹老人ホームの設備及び迎悩に
関する基準」（昭四一・七・一厚令一九）が定める（一七条）。また、健康診査、養護老人ホーム、特養ホームの設
倣、収奔、葬祭などに要する我川の算定韮準は厚生大Ⅸの定めによる（施行令六条）。
福祉の措悩は、囮と地方、祐体がその実施に対して法的責任を負うべき老人禰祉に関する全国的最低韮準を示す規
定と将えられるが、以一上述ぺてきたように、その柧瓢は限定され、災施ｎ体が国や地力、沿体の栽放にゆだねられて
いる拙悩もあり、緋悩の具体的内容を榊成する尖施力法・拙那・手続き・実施に要する凝川の算定払郡などが専門性、
技術性のゆえに厚生大肛に委任されているという特徴を有する。
自給体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
二○九
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
以上のように、老人補社の雌低独飛としての性格を有し、国の醐務である法定榊悩事業を実施する場合の、川と地
力、船体の法制度上の役劉分担は、地方自治体がその長の機関委任琳務としてあるいは団体委征事務として尖施し、
国
が
そ
の
最
終
的
な
責
任
主
体
と
し
て
地
方
自
治
体
を
指
導
監
督
す
る
。
事
業
実
施
に
要
す
る
費
用
は
、
国
と
地
方
自
治
体
が
法
の
定
め
まず国は、第一に老人桶社施設の設肚・巡悩に側する妓低拙堆を波定し、拙那維持のための朧粁椛を有する（老人
桶祉法一七条～一九条、社会橘祉郡業怯六○条）。第二に、法祁、政令にもとづき老人福祉施設の許認可、冊川受理
や老人健脈診交、老人医旅費の支給、養護、特養老人ホームへの収容等の描憧などの国の覗務を執行する地方日輪体
の長に対して指猟朧粁権を有する（地力日給法一狐○条）。第三に地力、治体に対し、老人橘社行政をもふくむ地力
自治行政に関して行政指導権を有する（同法一一四五条一項）。第四に、国の事務である福祉の措置執行に要する費用
を法に産める割合に従って負担する義務を負う（地方財政法一○条、二条、老人福祉法二六条一項）。
一方、地力同沿体は、第一にその長が法律、政令にもとづいて、老人橘祉施設の許認可、冊川受理や老人健康診査、
老人医療残の支給、老人ホームへの収雰等の折侭など、いわゆる機関委任事務を行う（地方自冷法一四八条、老人福
祉法、社会柵祉辨業法の関係条文）。第二に折悩を災施するために必要な老人桶祉施設の設侃、老人桶祉の業務に従
郡する社会福祉主事のような実施機関の設置や、家庭奉仕貝の派遣などいわゆる団体委任事務を行う（老人福祉法六
（７）
灸、一二条、一五条）。第一一一に、描低に要する災川を支弁し、法の定める判〈川に従って負狐する雑務を、う（老人桶
祉法二一条～二四条）。
さ
て
次
に
、
川
Ｌ
観しておきたい。
自治体の老人福祉施簸に側する調査研究（中間報俗）
二一○
Ｎと地力、輪体が法定の「桶祉の描悩」を尖施する場合における両稀の小務・我川負担配分について慨
今
ま
で
法
制
度
上
の
老
人
福
祉
の
搬
置
に
つ
い
て
検
討
し
て
き
た
が
、
こ
こ
で
は
視
点
を
変
え
て
実
際
に
地
方
自
治
体
が
行
な
っ
て
い
る老人桐祉耶業を、神奈川蝶の調究結果にもとづいて検討してみたい。神奈川雌の老人橘祉郷が昭五十六年度に実施
した老人福祉事業の総数は六四事業である。個々の事業名とその数については、調査にあたって作成した調査票への
県
の
記
收
に
従
っ
た
。
そ
の
た
め
一
つ
の
事
業
と
し
て
数
え
た
那
業
が
複
数
の
平
業
を
包
含
し
て
い
る
場
合
も
あ
る
。
実施された事業総数六四のうち機関委任事務および県の自治事務事業のうち法令により実施を義務づけられた必要
本務からなる法定鞭乗数は一○耶業であった。これらの法定耶業の内存とその法的根拠をまとめたのが炎１である。
この場合の法的根拠とは、事業実施椛限の根拠規定を意味する。事業の具体的な内容・水準。手続きなどは、すでに
第一節で述べたように法律で委征された政令や樹令、あるいは川長通知が規定する。法定事業は、表１からもわかる
ように、老人福祉施設の許認可、指導監督などの機関委任事務①～④、機関委任事務に要する費用の一部負担事業⑤
～③、梓下の市町村長が実施する機関委任事務⑤の桁導監査、大臣への鞭業状況および災統報告事務⑨⑩、などであ
自治体の老人福祉施筑に関する調査研究（中間報告）
一一一一
る
制
令
に
従
っ
て
共
同
で
負
担
す
る
、
と
い
う
側
係
に
な
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
図
と
地
力
ｎ
泊
体
側
の
本
務
配
分
と
我
川
負
担
配
分
の
不
均
衡
と
い
う
地
方
自
始
行
政
を
め
ぐ
る
法
制
度
上
の
問
題
が
、
老
人
福
祉
行
政
に
も
反
映
し
、
拙
悩
事
業
の
実
施
が
地
力
向
柚
体
に
鞭
（８）
務的にも財政的にも負担を強いるしくみになっているといえよ←ソ。しかも地力、輪体は、老人福祉の梢悩に要する澱
用の一部負担義務を負うだけでなく、国の負担額に関してまで超過負担を強いられる構造になっているという問題も
（９）
見蒋とすわけにいかないである』ソ。
第
二
節
月
淌
鞭
務
辨
業
の
概
要
と
そ
の
特
徴
ｌ
神
奈
川
肌
の
訓
査
結
采
１１１１１唾堰赴ｅ榊＜塵再興鵜些璽十坤寵蝿崖顯（暑題毒韮）
神奈川県老人福祉事務・事業の法的根拠による分類表
く表１＞法定重業
内容事業名 法的根拠 事 業
①老人ホーム等の設置認可及び届出 老人福祉施没の許認可，有料老人ホーム
の届出受理
老人福祉施設の基準維持のための指導監
査
社会福祉法人設立認可申舗の経由事務
おもに高齢者事業団設立のための許認可
事務
市町村長が実施する65歳以上の老人に対
する健康診査事業費の一部負担
市町村長が実施する7C歳以上の老人（所
得制限あ!)）に対する医鎌支給事業費の
一部負担
65歳以上の老人を対象に特謹．養護老人
ホームへ収容措置した場合の保護措履費
の一部負担
市町村または都道府県設置の特養．養護
ホームの識miiに要する受用の一部負担
市町村基が実施する老人医療菱支給事業
に対する指導監査
老椹法15条２項，３項，２９条
社事法57条１蕊２項，６４条
老福法]し暁社事法別条６５条②社会福祉法人，老人福祉施設に関
する指導監査
③社会福祉法人の認可の進達
④公益法人の許認可「
社1iF法29条４項
許可認可等臨時措置法
老福法24条1項
老福法24条]L項
⑤老人健康診査事業費一部負担
⑤～老人医療費支給事業菱一部負担
⑦老人保謹措魔費支弁および－部負
担
老福法22条１項，２４条１項
③老人福祉施設等整備費一部負担
⑨市町村老人医療指導監査
老福法24条１項
地目法150条
老人医療支給事務指導監交の実施につ
いて（49.1.21.社健２）
補助金等適正化法12条，エ4条，地自法
150条
老人医療喪の国庫負担について
（53.4.19社510）
市町村長が毎月提出する老人医療費支給
事業の状況報告と，毎年度ごとの実績報
告を集計し，大臣に報告書を提出
⑩老人医療費月報。年報の作成
<表２＞自治事務事業
(1)条例または規則による事業
業内客事事業名 条例・規則
県立養護・特菱ホームの箱根老人ホーム
と軽饗ホームの鎌倉老人ホームの管理運
営
、県立老人ホーム運営
蕊溌’県立養謹・特養ホームの管理運営の委託（養護・特菱２ホームと，特養３ホーム）6嘘以上の高齢者と同居する者に対し，150万円を限度として低利で資金を賃付ける②県立老人ホーム笹理運営委託②老人居室整備資金貸付 人福祉事業の予算編成②予算iEI成用務
1１１１１１垂潅筆ｅ熱く鱈寺自彊憲辿室や坤霊憎害鷲（二三審拳）
逗程筆ｅ評-<蕊華i曇憲型二十蝿窪嶺毒誤（晏雪講亘）
(2)要綱による事業
(2杉(1)厚生省の通知・要綱に応え県の要綱による事業
１１１二
事業名
②老人係lEk医塞総合対策開発事業費
補助
事業内容厚生省の通知・要綱，県の要綱
老人健康教育，健康診在，健康相談．
医療費の支給機能回復訓練などの総合対
策開発事業塗おこなう市町村に対して補
助
おおむね60蟻以上の身体機能に支障があ
り訓練効果が期待される老人に訓練事業
を行なう市町村に対して補助
65歳以上の老人保健学級を央施する市町
村に対して補助
65歳以上の低所得者に白内障手術支給を
おこなう市町材に対して補助
（国2/３，県:/０，市町ｵＷ`）
老人保健対策の国庫負担（補助）
いて（53.4.1蝋512）
老人保健極E療総合対策開発事業に
て（53.4.5社健3ウ
在宅老人機能回復訓練事業の実施
いて（55.4.ﾕS社健ﾕ4）
老人保健学級の実施について（５３
社健②）
老人保健対策費負担金補助金交付
老人医療の国庫負担について(53．
社510）
老人性白内障手術費支給事業の実
につ
つし、
⑮在宅老人機能回復即隙事業費補助 につ
､４．５．
⑰老人健康教育事業費補助
②老人性白内障手術饗補助
要綱
4．１９
施に
⑲老人医療費支給事業費補助
（＠の検出し）
65歳以上のねたきり老人に医療費支給を
行なう市町村に対して補助
ついて（45.6.ﾕ6社老73）
ねたきり老人等に対ﾌﾞｰろ老人医療喪の
支給について（438.3ﾕ社健4s）
⑳～②の事業
在宅描祉事業費補助金の国jIlf補助につ
いて（5Ｌ5.21社491）
②～②の事業
老人福祉費（在宅）の国庫補助につい
て（5ＬａＺ１社492）
②老人家ｌｌｉ１:奉仕貝派遣事業費補助 日常生活を営むのに支障があるおおむれ
65歳以上の低所得老に対し家庭奉仕貝派
遣を行なう市町>付に対して補助
（国:/３，県'/３，市町村2/3）
65歳以上の低所得のねたきり老人等に対②日常生活用具給付等事業費描助
在宅老人福祉対策事業の実施および推
進について（51.5.21社老2S）
老人福祉費（在宅）補助金交付要綱
し，日常生活用具を給付する市町村に対
して補助（国!/､，県]/３，市町村,/3）
低所得の65歳以上の老人，又は障害者に
対しホームーンパニオンを派遣する市町
村に対し補助
②ホームーンパニオンi)鑓事業費補
助
（〃）
65歳以上のねたきり老人を２カ月を限度
として特養に保護する事業を行なう市町
村に対して補助，国の通知基準に比し，
収容期間が長い
（〃）
65歳以上を対象に，通所サービスを蝿供
する市町村に対して補助
（〃）
おおむね60歳以上を会員とする老人クラ
ブに対し補助する市町村に対し補助
県老人クラブ連合会に対し補助
（国の通知は活動推進員i没置に対する補
助である。この②については県の要綱が
ない）
おおむね60歳以上老人を対象に，園芸，
木工，織物など生産又は創造的活動を実
施する市町村に対し補助
１１１爵
②在宅ねたきり老人一時入所事業費
補助
②デイ・サービス事業饗補助
⑮老人クラブ助成
⑳県老人クラブ連合会補助
⑤生きがいと創造の事業費補助
逗震筆ｅ調＜塵衰i翼澄辿二十岬霊嶺岸嶺（晏三識亘）
痙堤筵ｅ覗く鴎i雪:鑓壌型璽十坤寵絹毒顯（骨重窯韮） Ⅱ１．Ｋ
⑬商齢者職業紹介｡i噌業受補助 65歳以上の老人を対象に社福法人が行な
う職業紹介事業に補助する市に対して補
助’又は法人に対して直接補助
経費ホームを設屡する市町村，祉福法人
に対し,基準事務費減免額の補助（市町
村$/雪，法人'0/x、なお県単事務菱減免額
については１．/１０の補助率で上のせ
福祉センターを設置する市町村，法人に
対し，設置賀補助（国'/3,県'/３.市町村
又は法人』ん）
法人に対しその設置する特養・養謹ホ
ームの整備喪，市町村・法人に対し，そ
の設置する経費ホーム，ディサーピス施
設の整備受を補助（国'ん県1/`,法人又
は市町村』/，
県社会福祉事業団に対し補助
②経費老人ホーム事務菱補助 経費老人ホーム事務喪の国庫補助につ
て（40-4-1社168）し、
経費老人ホーム補助金交付要綱⑳、の事業
⑳地域老人福祉センター設置費補助 社く
社
に
老
会福祉施設等施設整備費の国庫負担
補助）について（47.7.25社6Ｍ）
会福祉施設等殻備整備喪の国庫負担
ついて（47.7.25社605）
人福祉施設45F整備費補助金交付要綱⑪老人福祉施設等整備費補助
守，
②老人保養所運営費補助 人休養ホームの設置．運営について
0.4.5社宅87）
会福祉事業団の設立及び運営の基準
老
但
社
について（46.7.1錨庶ｕ１）
(2)--(誼）県が践自に要絹を定めて実施する事業
事業 事業内容名 県のＦｇ綱
③老人福祉対策委員会 神奈川県老人福祉対策委員会要綱 老人福祉総合対策のための委員会，委員
長副知事，副委員長民生部長
老人福祉総合対策のための調査研究②調査研究 神奈川県老人福祉対策委員会要綱
県立老人福祉センターあり方懇話会設
置要綱
昭56年度敬老金品及び長寿夫妻記念品
交付要綱
昭56年度知事高齢者訪問要領
②敬老品等交付
⑬知事高齢者訪問
敬老の日に，商齢者，長方夫妻に記念品
を交付する
敬老の日に知事が県内の最高齢者などを
訪問する
敬老の日の集い
県と市町村の協議機関
③老人のための県民の集い
⑬高齢者生きがい対策推進協議会
老人のための県民の集い開催要綱
高齢者生きがい対策推進連絡協議会設
置要綱
老人文化作品常設展示場設置運営要綱 老人クラブ連合会の運営により５つの県
福祉事務所に作品を展示
60歳以上の被保護老人または養護老人ホ
ーム入所者を対象に１泊２日で保養jﾗﾃに
招待する
553人の相談員脚事の委嘱，任期３年
月2,500円の手当）を設置，連絡協議会
への育成費交付
ひとり暮らし老人へのインターホン貸
与，描祉電話設置に伴いむこう５年間
で廃Lu二の予定
65歳以上のねたき、老人を対象に慰問品
を支給し，このような老人を介謹する家
１１１旱
②老人文化作品常設展示場の設腫
、老人保養j秀招待 昭56年度老人保養所招待要領
神奈川県老人相淡貝設置要綱
神奈川県老人相談貝連絡協議会育成費
交付要領
在宅ひとり暮らし老人用インターホン
貸与運営事業実施要綱
②
⑤③県相磯貝設置
、ひとり暮らし老人インターホン貸
与
昭56年度ねたきり老人家庭兄舞金交付
要綱
⑨ねたきり老人家庭見舞品・激励慰
問品の支給
垂窪ﾐ皇ｅ鶉＜蔦華i埋漫ユ窒十坤霊繕毒誤（二重尋紫）
二宏華ｅ調＜窪宕i製ji爵型＝＋坤麗嶺這蓋（号室議ご） １１１＜
庭に30,000円の兄舞金を交付昭56年度ねたきり老人激励慰問品交付
要綱
昭56年度老人地域文化体育振興喪交付
要綱
⑨老人地域文化体育振興 老人スポーツ大会，作品展，囲碁将棋大
会を対象事業とし，市郡老人クラブ連へ
の奨励金交付
法定事業の対｡iﾐと錘らない70歳以上の国
保の被保険者に対して市町村が実施する
高齢者医療婆支給事業および国保の保険
者が実施する高齢者医療給付改善事業へ
の補助
市町村が高齢者事業団等に補助する場合
に，市町1：ｵに対して補助（市町村iii助率
のx/富）
市町村に対し，老人福祉地域統合化にむ
け実施するｺﾘｷﾞ案に対し補助(補助率'/2）
市町村に対し，入浴サービス工輔購入，
入浴サービス事業の補助を行なう（補助
率!/2）
市町村に対し，描寿手帳作成費の補助
(補助率'ん）
新設の民間社会福祉施i没に対し事業開始
前1カ月，後２カ月にわたって運営費を
補助
⑮高齢者医療菱支給事業費補助 高齢者医療費支給事築輔助金交付要綱
、高齢者事業団等事業披興費補助 昭56年度高齢者事業団等事業振興費補
助金交付要綱
、老人福祉地域活動促進事業薮補助 昭56年度老人福祉地域活動促進事業補
助金交付要綱
〃⑬ねたきり老人入浴サービス事業黄
補助
⑨福寿手鰻作成費補助
②新設民間社会福も雌設運営菱補助
〃
新設民間社会福祉施識運営費補助金交
付要綱
⑨老人福祉施設医療処遇強化③ 老人福祉施設歯科医師嘱託費補助金交
付要綱
法人rElMi量の特菱に対し，入所者の歯科治
療のため歯科医師の嘱託に要する経費を
30,000円/月を限度として補助
特養，養謹，経費ホームで県精神病院協
会が県の委託をうけ精神科医の相淡を行
なう。
法人設置の特養，養護，経費ホームに封
し入所者の生活受を－部補助
法人設置の特養，養護に対し,月収5,000
円未満のうＷｆ老人へ支給する給付金を補
助
民間社会福祉施設に対し，老朽化した寝
具の更新整備のため経聾を補助
社会福祉施設の入所者の寝具乾燥を業者
に委託
⑤ 老人ホーム精神衛生相談事業実施要綱
⑫民間社会福祉施設入所者処遇喪補
助③
⑤
民間社会福祉施設利用者処遇饗補助金
交付更綱
施設,Ｆｆ老人福樹上給付金支給補助要綱
、
③
民間社会福祉施設寝具整備費補助金交
付要綱
昭56年度社会福祉施設寝具衛生事業実
施要綱および同要領
⑬民間社会福祉事業振興喪補助 民間社会福祉事業振興費補助金交付要
綱
民間が行なう社会福祉事業に対し，人件
費，管理費，施設整備等を対象に補助
(3)県の要綱などがない事業
事業名 事業内容
②敬老感謝写真撮影麟費補助｜
画程葦ｅ親＜陰革曇壗型雲十蝿霊翻毒韻（昏三露ﾐﾆ）
写真連への補助
１１１兵
垂ｺﾞｰ蕾:Ｓ調＜騨壽翼豊里至令蝿蕊譜毒誤（晏三毒ﾐﾆ） １１１１○
県内の養護，特養，経費，有料ホームで
構成された鰯会への補助
協議会の行なう研修，研究事業への補助
②神割１１県老人ホーム協会補助
⑮神劃11県ホームヘルパー協議会補
助
⑰老人福祉行事費補助 県社協に対し，敬老の日のポスター作成
受，送料の補助
65歳以上の生活困難者を入院対象とする
病棟建設を行なう法人への補助
県老人クラブ述合会iwl助zjJ梁の補完的事
業として郡老人クラブ連合会に対し補助
金交付
家庭奉(i自国,老人ホーム，老人クラブ等
につし〕；て繊十をjljK生省に報告
「県のたより」一般紙面，Ｔ・ＶＸ、を利
用しての広報
⑬老人病棟建設饗補助
⑲郡老人クラブ述合会補助
⑳厚生街報告例
、広報用務
地目法245条
②市町村老人福祉推進計画
②老人福祉雄HBI:会議
地自法245条４項，単年度課曇通知
老人ホーム(特養,養護,軽費，有ｊｉｓＤで，
構成ざ鮎指導迫絡調整のため行なう
在宅サービスの効率的運営のための連絡
会継
②家庭奉仕貝，保健婦地域連絡会議
る。いずれも老人福祉難業の中核ともいうべき鞭業といえよう。
災施小業総数六四のうち残りの五四獅業は、雌が自給辨務として尖施した小業である。（なお兇の自淌珈務のうち
法令により実施を義務づけられた必要事務は、法定事業として表１に入れた。）事業実施権限の根拠としては、地方
自治体をも含む広義の国の生存権保障責任を規定した悲法一一五条、生存権保障責任を老人桐祉に関し倣えんして規定
した老人福祉法四条、基本的人権の実質的保障のために「地方自治の本旨」を規定した憲法九二条があげられるであ
るク。「地方ｎ桁の本旨」にもとづく地力自添法も、脚沿体の所蛾耶務として老人桐祉を規定している（二条三項一
鑑六号九吟）。このような渉法上認められた脚沿椛にもとづきｎ桁珈務として災施された五三小業について、法定小
業と比較するため鞭業内容とそれを具体的に定める根拠形式（条例・規則・要綱など）を整理したのが表２である。
表２ではｎ泊郡務取業を検討するため似立的に鞭業内奔を定める根拠形式に論Ⅱして川条例または規則による事業⑪
～⑭、②県の要綱による事業⑮～⑬、③事業内容を定める要綱などがない事業⑭～、に分類した。なお、神奈川県の
場合補助金交付規則が規定されており、補助金交付事業は全て何規則にもとづいて突施されている。そういう意味で
は補助金交付事業は川に分類すぺきかもしれない。しかし同規則は補助金交付の手続きを内存とするものであるため、
補助金の交付対象馴業やその薙準についてはそれぞれ別に要綱に定めているのが一般的である。従って補助金交付叩
業で珈業の共体的内沸につき要綱が別に定めている場合は側に、その他小規模小額の補助金交付珈業のゆえに要綱が
ない場合は側に分類した。以下、表２の分類に従って順次、内容、国との関係などについて検討していきたい。
Ⅲ
条
例
ま
た
は
規
則
に
よ
る
事
業
神奈川県が自治事務として実施した事業のうち、条例または規則による事業はわずか四事業である。この数の少な
、茄休の老人柵祉施簸に側する調査研究（中川報告）
一一一一一
日輪体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
一一一一一一
さが大きな特徴といえよう。⑪＠は、老人福祉法一五条にもとづき県が設匠した老人福祉施設（この場合は特養、養
護、軽費ホーム）の管理運営に関する事業である。いずれも公の施設として、その管理運営および管理運営委託に関
する地力、泊怯の「条例でこれを定めなければならない」「条例の定めるところにより…できる」（二四四条の二、一
項三項）という規定にもとづいて肌条例「神奈川恥立の謎誠老人ホームと特謹老人ホームに関する条例」「神奈川県
鎌介老人ホーム条例」が制定されている。「神奈川県立の焚髄老人ホーム及び特別縫鞭老人ホームに側する条例」は、
その設置と符理運営委託を規定し、同条例施行規則が収容定員、入所時の扮置、処遇方針、退所などについて規定し
ている。「神奈川県鎌倉老人ホーム条例」は、唯一の県立軽澱老人ホームである鎌倉老人ホームの設悩、および入所
対象者、入所の承認、使川料、入所承認の取消等梼理述営那項を定め、同条例施行規則が収容定員、入所手続、処遇
（皿〉
の方針、利川者の遵守小菰などについて規定している。
一力⑬は、六○歳以上の老人と同居する者に対し一五○万Ｎを限度として低利で盗金を袋付ける酬業で、厚生桁肘
長通知「老人居室確備資金貸付制度について」（四七・五・二六社老五二）の旧制度要綱第一○項「この制度の実施
に関して必要な事項は都道府県または市町村が条例又は規則で定めるものとする」に誘導され制定された県規則にも
とづく。最後の⑮は老人福祉事業の予算編成本務である。
いずれの条例、規則も法律にもとづいて又は厚生省の行政指導に誘導されて制定されたものであり、このことは逆
にいえばこのような規定や行政指潮がなければ条例・規則は制定されないであろうとも考えられる。これらの条例、
規則による事業内奔は、厚生省の通知・要綱で示される国難雛に地ずる。仇し、職我老人ホームの使川料は、条例基
準が局長通知・要綱「経費老人ホームの設備及び運営について」（昭四七・二・二六社老一七）による国基準を上の
②
要
綱
に
よ
る
事
業
神奈川雌が八一年度に実施した要綱による老人福祉那業は、川厚生省の通知・要綱による行政折禅に応えて肌の要
綱を作成し実施した事業（表２の⑮～⑫）と、㈹そのような行政指導がなく、県が独自に本業実施要綱又は補助金交
付要綱を定めて尖施した鞭業（⑪～⑬）に分けられる。
②
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これらの事業の特徴は、国の補助金交付に誘導されて県が管下の市町村あるいは社会福祉法人などに対し補助金交
付を行い、補助金の流れを通じて国の通知・要綱韮地にそった事業が実施されるという点にある。
国の補助金交付の形式は、「この補助金は次の事業を交付対象とする」と記され、「（厚生省）の通知する事業実施
要綱にもとづき（事業実施要綱の指定する実施主体ｌその多くは市町村）が行う事業に対して都道府県が補助する事
び
］
キ
ー
０
‐
グ
●
業」と続く。国の提示する全国的基準に雛．ついて事業を実施すれば国の補助金が交付されることになり、しかもその
補助金交付の要件として県の補助金交付が明記されているというわけである。国の通知・要綱は、倒治体の自沿事務
に対する全国的基準の提示、専門的技術的助言としての指導通達にすぎず法的拘束力を有しないのであるが、現実に
は補助金交付韮那としての性格をあわせもつことから、地方自治財政権の保障が砿立されていない現状では、地方向
粉体にとって強制的埜地として機能している。
－県としても、住民の老人福祉施簸への要求と、住民要求を行政に反映しようとする市町村からの要望を考慮し、国
難郡にもとづく補助金交付をせざるを得ない立場におかれている。
自治体の老人福祉施筑に側する調査研究（中間報告）
］’一］一一一」一
せした内容となっている。
第一は、通知によって市町村長の機関委任事務をいわば蜥実上創設し、その実施澱川に対する補助金交付事業であ
る。⑲の老人桐祉法一○条の一一の横川しを内容とする、六五歳以上のねたきり老人に対する老人匠派澱支給事業澱補
助事業がこれに該当する。第二は、通知によって市町村に対し、在宅老人福祉サービスや、老人クラブ助成などのい
わゆる生きがい対策事業を奨励し、事実上責務を創設してその実施に要する餐川に対し補助金を交付する事業で、⑮
～⑬、⑳～⑬がこれに骸当する。第三は、老人栃社施設の設価、施設縦伽、迎憐などに対する法定負担の上のせを内
窓とする補助金交付事業である。③～、がこれに該当し、＠もこれに準ずる。
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自治体の老人福祉施簸に側する測在研究（中川報告）
ニニ四
こうして、県の補助金交付要綱における補助金交付対象荻沌が、国の補助金交付対象卒業とほぼ同じ内奔（表２②
Ｉ川参照）であることからもわかるように、国の通知・要綱による事業内容雑準は、補助金交付の流れを通じて実施
レ
ベ
ル
に
ま
で
戯
か
れ
て
い
く
。
次に、このような厚生打の通知・要綱による行政桁導に応え》抑切企交付に誘導されて、どのような珈業が実施され
次に、このような〃小
たかを概観してみたい。
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業
これらの老人福祉事業は、鵬が図の行政指導に応えてではなく、独自に要綱を定め実施したものである。このなか
には、事業実施要綱を定め児自らが実施主体となって行った事業と、国が通知・要綱によって都道府県知事を行政指
導し補助金交付により一定の施簸を行なうように誘禅したように、補助金交付要綱を定め補助金交付という方法を通
じて管下の市町村の自治事務を一定の方向に誘導しようとする補助金交付事業の一一種類がある。
事業実施要綱は、おおむね事業目的あるいは趣旨、対象・内容・方法・などを規定する。事業実施要綱による事業
には、県の総合的老人福祉対策の企画やそのための調査研究⑬③⑬、敬老の日に催される行事⑮～⑰老人福祉法一三
条で奨励されているいわゆる生きがい対雛事業③⑭、その他の県独自の施簸⑪～⑨＠がある。
補助金交付要綱は、事業側的あるいは趣旨・交付対象・補助額とその算出方法・巾請手続などの規定からなる。補
助金交付要綱による補助金交付事業には、県が国に先行して実施した事業、と国の補助基準に対する上のせ事業があ
る。後打の例として、法一○条の一一の老人医療澱の支給の横川し事業の補助を内容とする⑮、福祉施識サービス我川
補助に対する国基準の上のせを内容とする⑳の呪い郡務我減免額補助部分や⑪～⑬、在宅福祉サービス對川補助に対
する国基準の上のせを内容とする⑰④などがあげられよう。
③
事
業
内
容
を
定
め
る
要
綱
な
ど
が
な
い
事
業
本業内群、払準などを淀める肌の要綱などがなく災施されたのが⑭～、の事業である。内群としては、小規模小額
の補助金交付事業⑪～⑳、市町村を包括する広域団体として行なう連絡調整事業、～、、広報本務⑪、付随事務⑳な
どである。
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
第一に、自治事務事業は形式的には地方目冷体が地域の特殊性、住民要求などを背景に自主的に判断して実施する
自治体の老人編社施策に関する調査研究（中間報告）
二二五
さて、以上川～側で検討した神奈川県の自沿事務事業の概要を総括し、その特徴として次に述べるような点が指摘
桁。'ド金いをこ法
体務基程伴の定第
のユl「ｉｌｌ１、うよ外二
超業額地とう事の
過ヘカ：方いな業特
久の尖｜:ｌう補を微
担ネili際治こ助地は
がｌｈののと金力、
止金支財だに回ユlF
み交弁政けよ治業
１１１付額椛でる体の
さの１こがな誘に内
れ研ｉも法〈騨奨群
るれとＩＩｉｌｌ、が励と
とのづ度地効すし
し、過か上力呆るて
う秘な保ｒＩ的場、
点でい昧治に合法
ももたさ体機は定
兄、めれが能も小
過交、て倒すと業
せ付そい汁『るよの
な）&のな靴1：背、」き
いｉｉＩｌ差い務景、の
｡額額とととりトミせ
こが分いししがを
こ災にうてて艀補
で際つｌＩｌ老、下助
ものい題人老の金
法文てを福人巾交
IliI1弁地指祉桐町付度額方摘。|「祉村に
上に目で業がによ
の雑梢きを受対つ
囚づ体よ尖益して
とかのう施的て誘
ＩＬ１な超。すなエｌＦｉｌｊ
１合い過力'１る。ＩＦ業し
体た負え際業をてのめ担てＩこで奨い
ﾕ|ドそ’１１１，もあ励る
務の題法補りすと
Piq差が制肋そるい
分額生皮金の場う
・分じ上に実合こ
澱にた尖頓施もと
)１１つよ施らに同で
負いう饗ざあ嫌あ
狐てに川るたでる
７１８地、のをリあ゜
分力自負得ｌ[｜るＩＲＩ
の｜:ｌ治担な澱゜が
自治体の老人福祉施策に関する調査研究（中冊報告）
一一一一一ハ
事
業
な
の
で
あ
る
が
、
実
際
に
は
そ
の
実
施
に
あ
た
っ
て
国
の
行
政
指
導
が
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
（
と
り
わけ②－川の場合など）。この場合固の行政指導は、老人福祉の瑚進を目的として、個々の老人桐祉施簸に関する全
国
的
難
準
を
提
示
し
、
専
門
的
技
術
助
言
を
行
い
、
そ
の
実
施
を
奨
励
す
る
と
い
う
内
容
で
行
わ
れ
る
。
国
の
老
人
福
祉
墹
巡
の
責
務
を
離
水
原
理
と
し
て
Ⅱ
記
し
た
老
人
椛
祉
法
に
か
ん
が
み
て
、
こ
の
よ
う
な
国
の
行
政
指
導
自
体
を
否
定
的
に
解
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
で
あ
ろ
う
と
考
え
る
。
し
か
し
、
一
定
内
群
、
水
那
の
老
人
栃
祉
施
簸
の
奨
励
を
内
群
と
す
る
行
政
指
導
が
、
小
災
上
、
地
力
、
船
体
に
法
律、政令にもとづく機関委任事務や団体委任鞭務と同様の責務を新たに課すことを意味し、（もはやこのような本務
区分は実態からみて判然としないｌ特に⑥⑪⑮など）その実施にあたり法制度上の国と地方自治体の不合理な役割分
担
の
し
く
み
が
口
抽
事
務
に
ま
で
及
び
、
地
力
、
沿
体
に
事
務
上
財
政
上
の
負
担
を
弧
い
る
結
果
を
も
た
ら
し
て
い
る
こ
と
に
留
意
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
最後に、第一節で法制上の検討を行なった法定の措糧事業と、第二節で実態調査を通じて検討した自治事務事業と
を比較することによって、ごく限られた側而ではあるが、老人福祉行政における機能について言及しておきたい。
第一に両事業数を比較すると、法定扮世那業の数、菰類が極めて限定されているのに比し、数多くの多様な老人福
祉本業が日輪事務として実施されていることが明らかであろう。これらの側桁琳務小業は、白冷体の福祉烟巡責務の
自治体の老人福祉施策に関する調査研究（中間報告）
二二七
矛
盾
が
そ
の
ま
ま
自
治
事
務
事
業
に
及
ん
で
い
る
。
第三の特徴は、具体的な事業内容が要綱による、ということである。県実施事業の大部分が条例、規則などの法規
（皿）
範を制定することなく「行政当局が行政の指針として制定する内部規範」にすぎない要綱によっている。囚の行政指
導に応えて実施する事業の場合は、すでに国の通知・要綱において事業内容が具体的に提示され、しかもその水準が
補
助
金
交
付
の
韮
準
と
な
っ
て
い
る
た
め
雌
の
段
階
で
新
た
に
条
例
、
規
則
を
制
定
す
る
余
地
が
な
い
た
め
と
潴
え
ら
れ
る
。
雌
が
独
自
に実施する事業でも市町村に対する補助金交付の場合は、国基準の補完・上のせを奨励するという内容のため国に準
じたのであろう。いずれにせよこのように老人福祉が行政の内部規範である要綱によるということは、これらの事業
が予卯椛慨に依存しているということを意味すると考えられる。老人禰祉酬業の尖施と実施した耶業の一定水郡維持
には川政保障を必要不可欠とするが、脚沿休ではその財源を補助金に航らざるを得ないからであり、しかも従来補助
（吃）
金交付は法律の根拠を要しないと解されてきたためである。老人福祉サービスを利用する住民の側からは、権利とし
て
の
老
人
福
祉
と
い
う
視
点
か
ら
検
討
を
要
す
る
で
あ
ろ
う
。
第
三
節
老
人
桶
社
行
政
に
お
け
る
老
人
禰
祉
法
の
機
能
日輪体の老人福祉施筑に側する調交研究（中間報告）
二二八
具体化として実施されたものである。老人福祉法は老人福祉の基本理念を示し、その実現のため国と地方自治体の老
人福祉増進の責務を明文化することによって、老人福祉の総合的発展を促進するという機能を果たしてきたといえよ
う。ただ、その老人福祉施簸の総合的発展が、法改正による法定播置事業の拡充という形ではなく、法定措置以外の
事業の実施、その拡充発展という形でなされてきたわけである。すなわち老人福祉法は、法定搬悩以外の事業を奨励
し
、
尖
施
を
促
進
す
る
と
い
う
機
能
を
果
た
し
て
き
た
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
こ
と
は
裏
返
す
と
、
制
定
以
来
桶
祉
の
措
満
に
新
た
に
導
入された措置が老人医療費の支給（一○条の二）だけであり、家庭奉仕貝派遣（一二条）などの在宅福祉サービスを
多
様
化
し
た
り
、
老
人
ク
ラ
ブ
へ
の
援
助
等
の
奨
励
事
業
（
一
三
条
）
を
義
務
づ
け
た
り
す
る
こ
と
の
な
い
ま
ま
今
日
に
至
っ
て
い
る
と
いう状態を癖認してきたことを意味する。四条の責務規定が、法定折悩以外の那業を法定撒悩として取り込むことな
く
法
定
外
の
ま
ま
定
若
さ
せ
て
き
て
し
ま
う
機
能
を
来
た
し
た
と
い
う
側
面
を
無
視
で
き
な
い
で
あ
ろ
う
。
老
人
編
社
の
不
断
の
拡
充
発
展
と
い
う
要
請
と
、
法
制
度
の
固
定
性
と
い
う
矛
盾
を
、
老
人
福
祉
法
は
四
条
の
責
務
規
定
に
よ
っ
て
調
整
し
、
緒
采
的
に
法
改
正
に
よ
らない改正ともいうべき実態をもたらし容認してきたと考えられる。
第二に、法定措世事業と、桁鞭務事業の類似性が指摘できるであろう。法定排悩醐業の共体的基地が大臣に委任さ
れ、自治事務事業の多くが国の行政指導に応え厚生省の通知・要綱にもとづく基準内容で実施されるなど両者ともに
その具体的内容が厚生大臣の決定によるというのが第一の点。事業実施に要する費用に対して交付される負担金と補
助金の交付手続が同一であるというのが第二の点である。老人福祉法が法定措置事業の内容・方法・利用手続き・実
施
に
要
す
る
對
川
の
算
定
基
準
な
ど
実
施
に
か
か
わ
る
基
本
的
事
項
に
つ
い
て
厚
生
大
腿
に
委
任
し
、
そ
の
結
果
大
厄
の
広
範
囲
に
わ
た
る
裁
迅
を
法
認
し
て
き
た
た
め
と
考
え
ら
れ
る
。
さ
ら
に
各
地
方
月
論
体
に
よ
る
自
主
的
先
駆
的
な
自
治
事
務
事
業
に
対
し
て
も
、
全
国
的最低基準を向上させていく責務を負っている国が積極的に指導を行うためということも無視できまい。しかしその
根底には、事業の具体的内容の決定を、その専門性、技術性のゆえに行政責任を負う大臣に委任せざるを得ず、法は
基本的規定を置くにとどまらざるを得ないという、不断の拡充発展を要請する福祉事業に対する法制度によるコント
ロールの可能性とその限界をめぐる問題および財源問題があるのではなかろうか。ただ福祉サービスを受ける権利と
いう視点から考えると、福祉事業の具体的内容は、福祉サービスを受ける権利の実体的内容を構成するから、このこ
とは権利保障とそのための法規定のあり方という問題にかかわってこよう。また負担金と補助金の交付手続の同一性
という背環には、国の財政運営に対する法的コントロールという基本的問題がひそんでいる。
第三に、法定措置事業、自治事務事業に共通して、老人福祉行政にも国と地方自治体間の事務配分、費用負担配分
の不均衡、地方自治財政権保障の未確立などの問題がストレートに反映しているということが指摘できるであろう。
老人福祉法は、老人福祉事業の実施にふさわしい国と地方目沿体間の任務分担や実施のための財政保障などについて
特別に規定せず、結果的にこのような矛盾が老人福祉の領域に及ぶことを容認してきたといえよう。
〔注〕
（１）大山正署『老人福祉法の解説員全社協刊。
（２）（３）いずれも前掲『老人福祉法の解説』。
（４）社保制審答申「老人福祉法案要綱について」六三年。
（５）前掲『老人福祉法の解説』一○六頁。
（６）小笠原祐次「老人ホームの法と制度」、三浦・小笠原編『現代老人ホーム論』、全社協、八一年。
（７）家庭奉仕員の派遣措置が随意事務とされた団体委任事務であるか固有事務であるかは問題となるところであるが、「市町
自治体の老人福祉施策に関する調査研究（中間報告）
二二九
すでに序で述ぺられたように、ここでは今後の老人福祉事務・事業調査と関連づけて財政分析を深めるために、今
卜
回
は
主
と
し
て
地
方
交
付
税
制
度
の
機
能
に
許
Ｈ
し
た
実
態
調
査
報
告
（
中
間
報
告
）
を
補
論
と
し
て
ま
と
め
て
お
く
こ
と
に
す
る
。
ｉ（ｕ）真砂泰輔「要綱の法的性質」、ジュリスト『行政法の争点』、打斐Ⅲ。
（⑫）補助金交付を法輪主義爪迎との関係で分析したものとして、高田敏「現代における福祉行政の展開と他方目淌体」四六頁
以下参照。澗川編『福祉条例・公有財産条例』学陽愁冴八一年。碓井光明「、輪作財政の法的考察」爪川・兼子編『、流体
行政の法と制度』学陽書房八○年。
1W
、
桁
体
の
老
人
柧
祉
施
簸
に
側
す
る
調
在
研
究
（
小
川
報
告
）
二三○
』
村
は
…
委
託
で
き
る
」
ど
い
う
規
定
は
市
町
村
の
事
務
で
あ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
と
解
し
団
体
委
任
本
務
で
あ
る
と
し
た
。
一
丁
（８）このような仕組みを批判し、国と地力日沿休の分担のし方につき提起したものとして小川政亮著『社会事業法制』四二頁
ｌ
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
搬
房
七
三
年
（９）日船体の超過負担に関する判例として挟津市訴訟（来京地判昭五一・一二・一三、東京商判昭五五・七・二八）、国分寺
市訴訟（一服圦地判昭五五・三・四）
（、）ちなみに、県実施事業として挙げられていないが、県立老人祇祉センターの設置迎営に関し必要な事項を定める「神奈川
県立老人福祉センター条例」（四七・一○・二一条例第五一号）何条例施行規則（四七・一○・二一規則節一二七号）も制定
論「老人編祉独」の雅準財政栃要額の実態
１
人
卿
一
○
万
市
の
標
準
剛
体
の
突
態
鯛
査
に
よ
る
Ｉ
されている。
真
砂
泰
輔
は
じ
め
に
ｌ
調
査
の
方
法
こ
の
よ
う
に
、
同
研
究
に
お
い
て
は
、
問
題
の
指
摘
に
止
ま
っ
て
い
る
が
、
そ
れ
を
受
け
て
、
法
政
大
学
現
代
法
研
究
所
の
老
人
福
祉
財政調査班は、地方交付税の基準財政需要額の実態分析に焦点を定めた。同時に、地方自粭総合研究所の研究におい
自沿体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
一一一一一一
地方交付税制度上の老人福祉の財政問題に関する研究は、地方自治総合研究所が『老人・身障者福祉の財政負担』
（昭和五十五年）で部分的にされている。この研究においては、老人福祉法が制定された昭和三十八年度以降五十四
年度までの地方交付税の基準財政需要額へ算入された「老人福祉変」の算定基礎上の老人福祉施莱および財源構成の
推移、ならびに国の財源措樋の状況、五巾の老人橘祉の財政分析を研究対象にしている。このうち、地力交付税の算
定
難
礎
の
研
究
で
明
ら
か
に
な
っ
た
こ
と
は
「
老
人
福
祉
澱
に
つ
い
て
は
事
業
狭
全
体
の
仲
ぴ
よ
り
、
一
般
財
源
の
充
当
額
の
伸
び
が
大
（１）
きく、、それだけ一般財源への依存度を｛尚めてきている」ということである。ところが同研究の五市の老人桐祉の財政
分析においては、逆の傾向が指摘されている。すなわち「老人福祉費充当の市の一般財源は……事業費の伸びをいず
（２）
れも下回っている」という指摘である。
こ
の
矛
盾
に
つ
い
て
同
研
究
は
説
明
を
加
え
て
い
な
い
。
た
だ
し
、
Ａ
市
の
分
析
に
お
い
て
、
昭
和
四
十
一
～
五
十
一
年
度
の
老
人
福
祉澱が三七・二倍になっているのに「地方交付税の韮雛財政需要額への老人福祉澱の算入額を試算すると……四一～
（３）
五一年度の間で二○倍軌にしかならない。。：…交付税の基郡財政需要額の算定に問題があるといえよう」と指摘して
いる。 そこでまず共体的な調査方法について述べておきたい。
Ｈ、調査対象と調査の方法
自柚体の老人棡祉施簸に側する調査研究（小川報併）
一一一一一一―
て
は
問
題
意
誠
に
な
か
っ
た
と
思
わ
れ
る
、
艦
準
財
政
需
要
額
に
算
定
さ
れ
て
い
る
老
人
福
祉
鞭
業
を
「
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
小
業」として位置づけ、実態との比較分析を企画した。
洲査の対象とした日桁休は人川が一○刀人前後の、柚体である。その班川は、市町村の地力交付税の標耶団体の人
口
が
一
○
万
人
と
設
定
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
昭
和
五
十
五
年
三
月
三
一
日
現
在
の
住
民
基
本
台
帳
人
口
が
九
万
五
千人以上～十一万人未満のｎ桁体一一十四市を選定した。この二十四巾の平均人川は一○刀一一、九四八妬である。
調査方法はこの二十四巾へ、調査表と収架資料Ｈ録を郵送方式で市長宛依頼した。回答が寄せられたのは、二十四
市のうち十一市で回収率は四六％である。三度ほど池話で到端硫認と回枠依頼をしたが、敬老のⅡが側近かであった
ことや、調査表へ資料が各課にまたがっているために、回答作業が容易ではなかったようである。
ま
た
、
十
一
巾
か
ら
郵
送
さ
れ
た
盗
料
は
、
綱
査
班
の
依
頼
し
た
盗
料
が
も
れ
な
く
収
梨
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
か
っ
た
。
調
交
の
焦
点
で
あ
る
「
地
方
交
付
税
費
目
別
基
準
財
政
需
要
額
と
歳
川
決
算
額
と
の
比
較
（
五
十
四
年
度
分
と
は
十
一
市
か
ら
回
答
が
寄
せ
ら
れたが、複雑な作業であったためか、六巾分については一部の数字が合わなく保例にしてある。この報告においては、
と
り
あ
え
ず
五
巾
分
に
つ
い
て
の
分
析
結
采
を
明
ら
か
に
し
た
い
。
な
お
、
市
豹
は
公
表
し
な
い
と
い
う
約
束
で
回
答
依
頼
し
た
の
で
、
調査対象年度は、昭和五十五年三月十一Ⅱ現在で人口一○万人前後の都市を選出したので、昭和五十四年度である
が、各自治体の行財政上の推移をみることも菰嬰なので、過去十年川ほどの雑木的盗料の収災も依頼した。
記号を付して分析したい。
依頼した調査項目は、昭和五十四年度老人福祉事業の施策別決算調査、決算状況、地方交付税饗Ⅱ別韮準財政需要
額と歳出決算額との比較、公共施設状況、『市勢概要』等の一五項ｎである。
こ
の
う
ち
で
、
本
章
で
小
間
報
俗
と
し
て
と
り
あ
げ
る
の
は
「
地
力
交
付
税
澱
Ⅱ
別
払
氷
財
政
僻
要
額
と
歳
川
決
算
額
と
の
比
較
」
の
五十四年度分の調査である。この調査の目的は、現行の地力交付税制度の財政調躯機能が、どの程度機能し、一般財
源を保障しているかを明らかにしたいということである。調査表は省略するが、「厚生労働災」の項日は資料一のと
お
り
で
あ
る
。
こ
の
比
較
分
析
は
、
自
沿
省
内
部
で
は
さ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
が
公
表
さ
れ
て
い
な
い
。
こ
の
表
の
調
交
の
む
ず
か
し
い
点
は
、
地
方
交
付
税
の
我
、
と
決
算
統
計
上
の
数
日
が
一
致
し
な
い
た
め
に
、
つ
き
あ
わ
せ
が
界
易
で
ないことである。たとえば、「老人編社費」の場合、基準財政需要額では、厚生労働喪の中の「社会福祉費」として、
「経術」と「投安」別に、児厳柵祉澱や社会橘祉掛と一折して算定されている。慨通会計の決算統計上では、民生磯
の
「
老
人
福
祉
澱
」
に
一
括
さ
れ
て
い
る
が
、
埜
準
財
政
需
要
額
の
「
社
会
福
祉
災
」
と
突
合
わ
せ
る
た
め
に
は
、
分
解
し
な
け
れ
ば
な
らない。すなわち、民生饗の「老人福祉澱」のうち「老人保護識」は、基率財政需要額の「生活保識費」の所へ、そ
れから、「経術」と「投資」に分解して、突合わせる作業が必要となる。
つまり、韮準財政需要額の「社会福祉饗」〔経常〕に机当するのは、普通会計の「民生残」（投資を除く）のうちの
Ⅲ「社会福祉費」（社会福祉事務所費を除く）、②老人保護費を除いた「老人福祉費」、③「児童福祉費」の三費目の
合計である。したがって、「老人福祉猟」だけの突合わせはできない。
日浦体の老人福祉施筑に関する綱査研究（中側報告）
一一一一一一一一
ロ
、
調
査
内
容
に
つ
い
て
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四厚生労働費 人口ａ保健衛生費 人口４滴掃費 人口人口5Ｌ労働費 失業者数
計
投資
経常
経常
投資
投資
経常
投資
３民生費（投安）
(1)社会稿祉費（社会
福祉事務所費除く） ⑦
(2)老人橋社費
(老人保護費除く） ①
(3)児童福祉費②
１２公伎費 該当亭業債分④
小計 ⑦＋①＋、＋④
４衛生費（投資除<）
(1)保健衛生費⑦
(2)結核対策費①
小計 ⑦＋①
４衛生費（投資除<） (4)滴掃費
４衛生費（投資） (4)清 掃費⑦
１２公偵費 清掃事業債分①
小計 ⑦＋①
５労働費（投資） (1)失業対策費のうち失業対漿事業費
計
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このように、聾、別に、基準財政需要額（Ａ）と、普通会計歳出決算額のうちの「充当一般財源」（Ｃ）をつきあ
わせ、すなわち（Ａ）から（Ｃ）を差引く。この「差引額」がマイナスでかつその金額が大きければ大きいほど、韮
準財政需要額の算定の方法に問題があるということである。また、他の喪Ⅱとの比較を容易にするために「充当一般
財源」（Ｃ）に対する「基準財政需要額」（Ａ）の割合を「算定率」と名付けた。この「算定率」は、地方交付税の一
般財源保障機能の遂行程度を示す指標といってよいだろう。
韮郡財政柵要額の「厚生労働機」に扣当する澱目を列挙すると、柵防災・士木淡・教育猟・蔽業絲済澱・その他の
行政猟・公悩搬である。これらの澱Ⅱの算定串と「社会編祉巽」の算定率を比較して特徴を苑几するという力法であ
次に、今回の調査の第二の愈点は、「昭和五十四年度老人桐社事業の施簸別決算調査」である。この訓去のＨ的は、
老人福祉の「ナショナル・ミニマム那業」として拙耶財政綿嬰額に算定されている耶業と、尖際の一○万都市の老人
桐祉辨業を比較検討することである。
る。
、治作の老人禍祉施簸に側する調査研究（中川報告）
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一
調査対象五市の平均人仰は、昭和五十五年三月三一Ⅱ現在で一○万一、四八○人である（Ｚ市とする）。人口の推
移をみると、昭和五○年三川一一一一日現在では九万五、一一一一二人、五十一年三月一一二日現在で九万六、六八二人、五十
二年で九万八、○七七人、五十三年で九万九、二八○人、五十四年で一○万○、五五二人である。したがって、五巾
の平均人口の五年間の推移をみても、調査設定自治体の範囲である、人口九万五千人以上、十一万人未満という枠の
中にあり、人口急増はしていない。つまり、この五年間、安定的に人口が漸増しているといえよう。
Ｚ市の面積は、八五・七九㎡、昭和五十五年三月一一一一日現在の人口密度は一、一八一一一人である。
Ｚ市の産業別人口は、昭和五○年の国勢調査では、第一次産業人口は七％、第二次産業人口は三六％、第三次産業
自治体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
二三七
この調査項目は、資料このとおりである。ひとつひとつの老人福祉事業ごとに、朋始年度・根拠法令・実施主体・
事業内容・対象者・財源内容・補助率からなっている。
この他に収集依頼した資料は、当該自治体を総合的に把握したり、各資料相互のダブルチェックを行うための資料
である。事実、調査表への記入もれをいくつか補うことができた。
本稿で用いる資料は以上のような方法によって収集したものである。
そこで、これらの資料を川いて、次の第一節で、まず調査対象である自治体の概要をふまえて、第二節でその日輪
体の韮準財政需要額の尖態を明らかにする。そして第三節で地力交付税はどのような機能をしているか、とくに老人
福
祉
事
業
に
お
い
て
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
を
保
障
し
て
い
る
の
か
ど
う
か
に
つ
い
て
の
検
討
を
す
る
。
第
一
節
調
査
対
象
自
治
体
の
概
要
Ｚ
巾
の
昭
和
五
十
四
年
度
の
呰
通
会
計
歳
入
決
蝉
額
は
一
六
一
億
八
、
九
五
九
万
Ｎ
、
歳
川
決
算
額
は
一
五
五
億
七
、
○
一
一
二
刀
円
で
ある。実質収支は四億○、Ⅶ○八万八千円の黒字であるＯこの年度のＺ市の標準財政規模は七三億五、九二○万八千
円
で
あ
る
か
ら
、
実
質
収
支
比
率
は
五
・
五
％
で
あ
る
。
同
年
度
の
大
都
市
を
除
く
都
市
の
実
質
収
支
比
率
は
四
・
六
％
で
あ
る
か
ら
？
Ｚ巾の災質収支比率は○・九％耐い・日輪省の見方によれば「経験的にはおおむね標耶財政規模の三％～五％程度が
（４）
望ましいと考えられている」から、Ｚ巾の場〈町は、黒字額がわずかだが多すぎるということになるだろう。
昭
和
五
○
年
度
以
後
の
Ｚ
市
の
災
徹
収
支
の
椎
移
を
み
る
と
、
黒
字
が
続
い
て
お
り
、
し
か
も
年
々
黒
字
額
が
大
き
く
な
る
伽
向
に
あ
る。すなわち、五○年度の実質収支は約一億五千万円、五十一年度約二億三千万円、五十二年度約二億五千刀円、五
十三年度約四億二千万円で、五十四年度が約四億円である。
Ｚ
市
の
五
十
四
年
度
の
栽
地
財
政
滞
婆
縦
は
五
九
億
五
、
九
五
九
万
三
千
円
、
独
地
財
政
収
入
額
は
四
三
億
一
、
三
八
三
万
二
千
円
で
あるから、「財政力指数」は七二・四％である。同年度の大都市を除く都市のこの比率は七一・一％であるから、ほ
ぼ何水準にあるといってよい。
次
に
Ｚ
市
の
歳
入
構
造
の
特
徴
を
み
て
み
よ
う
。
Ｚ
市
の
五
十
四
年
度
の
普
通
会
計
歳
入
決
算
額
に
お
い
て
、
最
大
の
比
愈
を
占
め
ているのは、「地方税」で約六二億Ｎ、三八・三％の構成比である。同年度の全国市町村の平均では、一一一○・五％で
あるから、Ｚ市は「地方税」の割合が高い、つまり、自主財源が多いということである。
八四三円である。
、桁休の老人柵祉施簸に側する調査研究（中川報併）
二三八
人口は五七％であるしたがって、Ｚ市の市町村類型は、Ⅲ１４の団体ということになる。
Ｚ市長の給料月額は、五十四年度で五十四万四千円、職員数は八八二人、職員一人当り平均結料〃額は十七万九、
千
万
円
、
三
○
・
八
％
の
構
成
比
で
あ
る
。
曰
Ｚ市の力が若干低い割合となっている。
Ｚ市の「緋通交付税」は約一八億円で一○・二％、「特別交付税」一・一％、したがって「地方交付税」は十丁
三％である。全国市町村の場合は十五・九％だから、Ｚ巾の榊成比は低い。「小計一般財源」はＺ市が五一・七％、
全国市町村は四八・七％だから、若干Ｚ市が商くなっている。
Ｚ市の「国庫支川金」は一○・九％だが、全国市町村は一五・八％と高い。「諾収入」をみると、Ｚ市は十二。七
％で、全国市町村六・一一％の二倍ほどである。「地方悩」は、Ｚ市一○・五％であるのに対して、全国市町村は一一一・
九％で粁干商い。要するに、Ｚ巾の歳入榊造は、全国市町村に比較すれば脚立性をもっているといえるだろう。
Ｚ巾の五十四年度の性侭別歳川榊造をみると、蛾大の比虹を占めている経澱は、「粁通建設耶業澱」で約四七値九
千万円、三○・八％の構成比である。同年度の全国市町村の「普通建設事業災」の榊成比は三四・六％であるから、
Ｚ巾の目的別歳川構造をみてみよう。段も商い削合を占めている経澱は「教育澱」で、約一一一五億四千万円、二二・
八％、二番ｎは「瓜生巽」で約三○億四千万円、一九。五％、一一一番Ⅱは「土木澱」で約二三億九千万円、一五・四％、
自
油
体
の
老
人
福
祉
施
筑
に
側
す
る
調
査
研
究
市
間
報
遺
二三九
三
％
だ
か
ら
、
而
三
稀
日
は
”
の力が商い。
四
稀
Ⅱ
は
ね
一％）である。
二番目に高い割合を占めている経費は「人件費」で約四○億四千万円、一一五。九％である。全国市町村平均では二
％だから、Ｚ市の場合が若干高い割合である。
一一一稀日は「扶助澱」で約一九億円、一二・二％を占めている。全国市町村平均では一○・八％だから、Ｚ巾の場合
「物件狭」
で九・二％（全国市町村は八・二％）、五番ｎは「補助独竿」で七、五％（全国市町村は五・
五
番
月
は
「
総
務
磯
」
で
約
二
三
億
六
千
万
円
、
一
五
・
一
％
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
全
国
市
町
村
平
均
の
場
合
は
、
第
一
位
は
「土木澱」で二○・三％、第二位は「教育饗」の一九・一％、第三位は「民生澱」一六・九％、第四位は「総務澱」
の一二・六％である。つまり、Ｚ市の場合は、「教育澱」、「民生澱」の占める割合が商いということである。
Ｚ
巾
の
「
民
生
聾
」
の
榊
造
を
み
る
と
、
第
一
表
の
よ
う
に
第
一
位
は
「
児
童
福
祉
饗
」
で
約
一
四
億
円
、
四
六
・
二
％
、
第
二
位
は
「生活保謹我」で約六億円、二○・六％、第三位は「老人桶祉挫」で約五億八千万円、一九・一％、第四位は「社会
福
祉
饗
」
で
一
四
・
一
％
で
あ
る
。
全
国
市
町
村
平
均
の
場
合
は
、
第
一
位
が
「
児
童
福
祉
饗
」
で
三
五
・
四
％
、
第
二
位
は
「
生
活
保
護饗」の二五・五％、第三位は「老人福祉饗」の二二・七％、第四位は「社会福祉饗」の一六・四％である。したが
第１ 表民生笠の歳出構造比較
（54年度）
（％）
倖国市町村Ｚ市 自治体の老人福祉施策に側する調査研究（中剛報告）
社会福祉費
老人福祉費
児童桐社費
生活係讃費
災寄救助費
14.1
19.1
46.2
20.6
0.0
16.4
22.7
35.4
25.5
０．１
合計’100.0’100.0
(浅科）①ZTliの場合は五11iの『地
方財政状況調査表』より計
算。
②全Ililili町村は『地力財政
白書』，昭和56年版，236頁。
第２表人ロー人当たり民生費の比
較(１１{{和54年度）
（１１）
へ～
社会Iiiitl費
老人柵社費
児童禍社費
生活保磯費
民生賛
Ｚｉｉｉ
４，２１５
５，７２０
１３，８４１
6,172
29,948
1１－４
４，４５６
5,523
10,745
5,760
26,490
(資料）①ｚＴＩｉの場合は第１表に同じ。
②Ⅲ－４団体はｆ１Ｗｉ竹『額似
１１１体別Tli町村財政指数表』111（
和56年１川地力財務協会｡
四○
って、Ｚ市の場合は、民生費の構造からみるとかなり「児童福祉費」の割合が高いということである。
し
か
し
、
こ
の
こ
と
は
他
の
費
目
の
行
政
水
準
が
低
い
と
い
う
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
の
で
は
な
い
。
そ
れ
は
、
人
口
一
人
当
た
り
経
費で比較すると明らかになる。すなわち、第二表のように、Ｚ市の市町村類型は、Ⅲ’四だから、その類似団体と比
較してみると、「社会福祉費」はＺ市が四、一二五円、類似団体が四、四五六円で、Ｚ市が若干低いが、他の費目はす
べてＺ市の場合が高い。そのなかで、「児童福祉費」は、Ｚ市が一万三、八四一円に対し、類似団体は一万七四五円
と低いので、歳出構造からみるとＺ市の「児童福祉費」が高い割合を占めたということである。この調査のテーマで
ある「老人福祉費」の場合も、Ｚ市は五、七二○円で、類似団体の五、五二一一一円より一九七円高くなっている。
次に基準財政需要額の実態を分析してみよう。今回の「費目別基準需要額と歳出決算額との比較調査」（五十四年
度）で明らかになったことをまず端的にいえば、費目間の格差が著しく、とくに「社会福祉費」の基準財政需要額が、
他の費目と比較すると、極端に低いということがいえる。
そ
こ
で
ま
ず
Ｚ
市
（
五
市
平
均
）
の
経
常
経
費
の
「
基
準
財
政
需
要
額
」
（
Ａ
）
か
ら
、
決
算
額
の
う
ち
で
そ
の
費
目
に
「
充
当
さ
れた一般財源額」（Ｃ）を差引くと、その費目の基準財政需要額の「不足額」が計算できる。そして、充当一般財源
（Ｃ）に対する基準財政需要額（Ａ）の割合（ここでは「算定率」と名付けた）を計算する。この「算定率」が低け
れば低いほど基準財政需要が不足していることを意味している。理想的には、この「算定率」は一○○％であるべき
である。しかし、「算定率」が一○○％を越えすぎているのも問題である。
自治体の老人福祉施策に関する調査研究（中間報告）
二四一
第
二
節
基
準
財
政
需
要
額
の
実
態
第３表Ｚ市の厚生労働費〔経常〕の基準財政開要額と充当一般財源の比較
己、’ iiulLl 箱冨`子盤準財胤繍蕊額 充当一般財額（C）
生活保憩災
社会福祉数
保健衛生饗
1il／柵澱
227,926
238,276
１３５，６８８
480,257
1,082,147
262,156
840,154
25ｲ,655
618,349
△34,230
△601,878
△118,967
△138,092
△893,167
86.9 自治体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
28.4
53.3
77.7
IIM-Zl厚生労働喪 54.8
第４表Ｚ市の経常経拠の基地財政WW要額と
充当一般財源の比較(54年度）
、|蝋洲Ilii繍鋤|湾Tlll':卿鰄 差引(A)－｡ ﾎﾞ/銀,iｉ
〕蕊ＩｉｉＩｊ防災士木貌教育饗厚生労働費産業経済饗その他の行政独
合計
535,267
455,362
986,598
1,082,147
125,505
1,167,570
７３，６６８
△288,192
△734,199
116.0
６１．２
５７．３
５４．８
５５．６
65.0
△893,167
△100,404
△627,580
449 6.922.323 △2,569,874４，３５２， 62.9
二四二
さ
て
、
Ｚ
市
の
「
厚
生
労
働
澱
」
の
経
常
経
澱
分
の
「差引額」は、第三表のように、八億九、三一六
万七千円の赤字である。つまり、「厚生労伽澱」
〔経常経費〕の基準財政需要額が八億九、三一六
万
七
千
円
不
足
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
「厚生労働費」をさらに項別にみると、第二表の
よ
う
に
、
「
社
会
桶
祉
我
」
が
六
億
一
八
七
万
八
千
Ｎ
不
足
し
て
い
て
、
「
厚
生
労
働
費
」
の
不
足
額
の
六
七
。
四
％を占めている。この「社会柵祉猟」のかかには、
資料一のように、社会福祉費・老人福祉費。児童
橘社我がふくまれている。
「厚生労働費」〔経常〕の算定率は、第三表の
ように五四・八％である。それに対して「社会福
祉費」〔経常〕の算定率は二八・四％で、非常に
ひくい。
算定率が高い経巽は「生活保識幡武」で八六・九
％、二番目が「清耐強」の七七・七％、三番側が
第５表 Ｚ市の厚生労働費〔投資〕の基準財政需要額と
充当一般財源比較（54年度）
(千'１）
、1錘胸鮒瀞喪繍，1自治体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
二四三
社会桶祉災
Ｗｌｊｉ｝澱
労勧残
△89,825
△36,600
△21,263
35.749,875
71,545
４，９９１
139.700
66.7108.145
19.0
■
26.254
厚生労働残 126,411 △147,688 46.1274.009
「保健衛生費」の五三・三％である。したがって「社会福祉費」の算定率が二八。
四
％
と
い
う
の
は
非
常
に
低
い
こ
と
は
明
ら
か
で
、
し
か
も
饗
月
間
の
格
差
が
非
常
に
大
き
い
と
い
う
実
態
に
な
っ
て
い
る
。
この算定率の格差は、「厚生労働澱」以外の我日と比較すると、雑くほど大きい
こ
と
が
わ
か
る
。
すなわち、第四表は経常経費の基準財政需要と充当一般財源との比較を、萩別に
した表であるが、差引の合計をみると、一一五億六、九八七万四千円の基準財政需要
額の不足である。その不足額の内訳をみると、「厚生労働費」の不足額が一番多く
八億九、三一六万七千円で、二番目が「教育費」の七億一一一、四一九万九千円の不足、
一一一番目は「その他の行政費」の六億二、七五八万円の不足と続く。驚くべき実態は
「
消
防
費
」
で
、
七
、
三
六
六
万
八
千
円
の
超
過
と
な
っ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
「
消
防
費
」
に
つ
い
て
は
、
Ｚ
市
の
実
際
の
需
要
以
上
に
、
手
厚
く
基
準
財
政
需
要
が
算
定
さ
れ
て
い
る
と
老
え
られる。
し
た
が
っ
て
、
「
消
防
饗
」
の
算
定
率
は
一
○
○
％
を
こ
え
、
二
六
％
に
も
な
っ
て
い
る
。
逆
に
、
算
定
率
が
一
番
低
い
経
澱
は
「
厚
生
労
働
澱
」
で
五
四
・
八
％
で
あ
り
、
そ
の
原
因
は
「
社
会
橘
祉
對
」
の
雑
郡
財
政
濡
要
額
の
算
定
に
あ
る
こ
と
は
前
述
し
た
と
お
り
で
あ
る
。
二
番
目
に
算
定
率
が
低
い
経
巽
は
「
産
業
経
済
磯
」
で
五
五
・
六
％
、
三
番
側
は
「
教
育
澱
」
で
五
第６表Ｚ市の投識的経班の基準財政WW凄額と
充当一般財源比較（544i二度）
(千}IＤ
、’ 蠣卿瀞蕊綱|爽劉T〔』w''鰄|蔚Ｉ |iii韮 引⑥ 定率に)ｘｌＯＯ 脚沿休の老人福祉施簸に側する澗在研究
土木災
教育１１ｔ
厚生労働災
産業経済災
その他の行政饗
725,725
397,353
126,411
27,959
372,739
954,354
1,092,093
274,099
９５，５５０
545,789
△228,629
△694,742
△147,688
△67,591
△173,050
76.0
36.4
46.1
29.3
68.2
合 計 1,650,187 2.961.887 △1,311,700 55.7
る澗在研究（中川報併）
二四四
七・三％、四番Ⅱは「土木澱」の六一・一一％で、この四打我側が、平均算定率
の
六
二
・
九
％
を
下
ま
わ
っ
て
い
る
。
次に、投資的経對の韮那財政需要額と充当一般財源の比較をしてみよう。
まず投盗的継災の「厚生労働残」の実態は、第五衣のように、全体として一
億四、七六八万八千円の不足があり、算定率は四六・一％で、経術経我の「厚
生労働費」の算定率五四・八％をかなり下まわっている。
「社会福祉災」〔投資〕は八、九八二万五千Ｎの不足で、「厚生労働饗」〔投
資〕の不足額の六一％を占めている。「社会柵祉災」〔投資〕の算定率は三五・
七％と平均以下であるが、伺我Ｈの「経常経饗」の算定率の二八・四％を上ま
わ
っ
て
い
る
。
「厚生労働澱」〔投資〕のうちで、算定串が一番低い掛目は「労働澱」で、
わずか一九％にすぎない。
款別にみた投資的経澱の雑準財政鴨要領と充当一般財源の比較をした実態が、
第六表である。全休としては一三億一、一七○万円の不足で、算定率は五五・
七％であるから、経常経澱の全体の算定率の六二・九％を下まわっている。
款別では、投資的経巽の不足額が最も大きいのは「教育費」で六億九、四七
四万二千円、不足総額一三億一、一七○万円の五三％を占めている。
投資的経費の平均算定率五五・七％を下まわっている費日は、「産業経済費」の二九・一一一％、「教育費」の三六・四
％、「厚生労働費」の四六・一％である。逆に上まわっている費目は「土木費」の七六％、「その他の行政費」の六
社」だけである。
八・二％である。
以上のように、
前節においては、厚生労働澱のなかの「社会福祉澱」〔経常〕の基飛財政需要額の不足額が、約六億円にもなって
いるＺ市の実態を明らかにしたが、ここではその原因を考えてみたい。しかし、総合的な原因分析をする余裕はない
ので、ここでは、Ｚ市等人口一○万人前後の自治体の社会福祉行財政の実態と比較することによって問題の一端を明
らかにしたい。だが「社会福祉費」といっても、その内容はさらに分れ、社会福祉費・児童福祉費・老人福祉という
構成になっている。さらに、これらの費目もひとつひとつの事業からなっているから、そこまで分解して比較分析を
する必要があるが、全体的な分析は今後の課題である。
ここでは今回の実態調査の柱のひとつである「老人福祉費」の分析を中心課題とするが、そのまえに、児童福祉費
自治体の老人福祉施策に関する調査研究（中間報告）
二四五
以上のように、実態調査で明らかになったことは、基準財政需要額の費目間に、著しい格差があるということであ
る。そして「厚生労働費」のなかでは、「社会福祉費」の算定に問題があり、そのなかでも「経常経費」の算定によ
り大きい問題があるということである。項の費目のうちで、六億円も不足額が出ている費目は経常経費の「社会福
第
三
節
地
方
交
付
税
の
機
能
ｌ
老
人
編
祉
躯
業
に
お
け
る
「
ナ
シ
劃
ナ
ル
Ⅷ
ミ
ニ
マ
ム
那
業
」
に
つ
い
て
Ｉ
第７表社会福祉費の標準団体行政規模（54年度）
項 ロ｜行政規模日
人口
福祉事務所
民生委員・児童委員
福祉関係職員
現業員等
身体障害者福祉司
精神薄弱者福祉司
社会福祉施設
係育所
児童館
老・ホーム
授産施殻
児童遊園
100,000人
１所
150人
斬蛎所所薇
自治体の老人福祉施簾に関する調査研究
人
人
人
５
１
１
２
一関する調査研究（中間報告）
二四六
に
ふ
く
ま
れ
る
保
育
所
に
ふ
れ
て
お
き
た
い
。
そ
の
理
由
は
、
第
一
節
で
み
た
よ
う
に
Ｚ
市
の
「児童福祉費」は民生費の歳出構造の四六％を占めているからで、その大部分は保
育所に関わる経費であるからである。つまり、Ｚ市の「社会福祉費」の基準財政需
要額で六億円もの不足額が出た大きな原因のひとつとして、保育所の経費の算定不
足
が
考
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
今回収集した資料から、保育所の算定不足の原因のひとつとして考えられるのは、
標
地
団
体
行
政
規
模
の
な
か
で
設
定
さ
れ
て
い
る
保
育
所
が
少
な
い
こ
と
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
人
口
一
○
万
人
の
標
地
団
体
の
保
育
所
は
九
カ
所
と
さ
れ
て
い
る
が
、
Ｚ
巾
の
場
合
は
二
○
ヶ
所
と二倍もあるからである。今回の調査で収梨した人口一○万人前後の九市の「公共
施設状況」（五十四年度）による九巾平均の保育所も二一ヶ所である。つまり、「社
会福祉喪」の単位巽川を激算するために設定されている第七表に示される「標準団
（６）
体行政規模」が実態に合っていないと老障えられる。
「社会福祉費」の「標準団体行政規模」には、実態に合わないという問題だけで
はなく、次のような問題もある。それは、算定率が一○○％をこえている第八表
「消防費」の「標準団体行政規模」と比較すると明瞭になる。一見して明らかなよ
うに「消防費」の行政規模の内容はきわめて詳細に設定されているのに対して、
「社会福祉費」の場合は、粗雑といってよい。保育所・児童館・老人ホーム・授産
第８表市町村の「消防費」における穣準団体行政規模（54年度）
行政規模頂項 行政規模 目
100,000人人口
(1)常伽消防関係
消防本部
消防黒
(2)分非蓋備菱防関係
団員数
|;畠：
|鍵
普通消防ポンプ自動車
則､型動力ポンプ付積載車
４，型動力ポンプ
14分団
563人
１人
２人
１４人
14人
７０人
462人
１１台
３台
１４台
}瀞梺喜
健物延面菰289㎡）
（建物廷面積271㎡）
1本部
l署
１
１
１
１
出喪所 2所
消防蓋ンプ自動:FF［
|蔓蕊護 〈臣（ロ《ロ（■ワ】・人１△△４ １
１
(うち１台は予備車）
(うち１台は予備軍）
救急自動車 3台
指揮広報車
予防査察車
防火水そう
消防専用無線電話
救急指令装遇
暗哨弛噸始
１
痙程鐘ｅ靱＜』韓謹:篭呈璽十蝿霊銅崖憲（畳菫審ﾐﾆ） １１三苧
施設については、「消防費」と同様にきめこまかく行政規模を設定できるはずである。なぜなら、それぞれ「施設最
低荻地」があるからである。それが「標地団体行政規模」に全く反映されていないのだから、ナショナル・ミニマム
を保障する機能を地力交付税制度が采しているのかどうかが疑川となる。
次に、今回の調査の柱である「老人福祉事業」について、人口一○万人の標準団体における老人福祉事業とＺ市の
老人桶祉事業の実態との比較分析をしてみよう。
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、
こ
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ら
の
事
業
は
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シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
の
事
業
と
い
っ
て
よ
い。この荊算内群としての老人福祉那業鍋の推移については、前述のように地力日沿総合研究所がおこなっている。
第９表老人福祉のナショナル・ミ
ニマム事業（昭和54年度）
－地方交付税のⅡ(位費川算定の
ための事業一一Ⅲ１１訂ｌ｜叫一④
、治体の老人福祉施筑に側する調交研究（中川報併）
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ｊｌ１務協会，4241)，437～440頁よ
りまとめた。
※これ以外に，L1HiJi保識]|｢業も，
老人編iIl:のナショナル・ミニマ
ム｡'｢業にかかわっている。
四
八
第二の問題は、五巾（Ｚ巾）全市が実施している老人福祉事業は、老人保護珈業・全国一斉健康診断事業・老人ク
ラブ等助成取業、敬老会事業・老人医旅特別措催（いわゆる老人医療饗無料化事業）、家庭奉仕貝派泄辨業・桶祉地
諦
蜥
業
の
七
小
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で
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調査対象年度の昭和五四年度の人口一○万の標準団体における老人福祉のナショナル・ミニマム事業は、第九表の
とおりである。ところが、Ｚ巾（五巾）の老人福祉事業の実態と比較すると次のような問題がある。
第一に、第九表の標那団体において老人桐祉辨業とされている本業、つまりナショナル・ミニマム辨業とされてい
る事業で、未実施の鞭業がかなりあることである。具体的には、老人健康教育事業・在宅老人家庭論液訪問鞭業は五
巾（Ｚ巾）のなかで一巾のみ実施、老人健康和談珈業は五巾全部が未実施、ねたきり老人健康診断耶業も五巾全部が
未実施であった。なお回啓があった十一巾全部が未突施であった珈業は、老人健康机談、ねたきり老人健康診断の一一
事業である。在宅老人家庭看謹訪問事業は十一市のうち一市が単独事業として尖施している。
介識人の派迷事業は五市のうちで二市が実施、Ⅱ常生活川共給付珈業は五市のうち四市が実施している。
地方交付税制度の考え方からいえば、交付税交付金は一般財源、つまり使途は制限されていないのだから、未実施
珈
業
が
あ
っ
て
も
法
律
違
反
で
は
な
い
。
ま
た
、
地
域
の
実
態
に
柔
軟
に
対
応
し
て
い
る
と
い
う
理
由
も
あ
る
だ
ろ
う
。
し
か
し
、
こ
れ
らの事業もナショナル・ミニマム事業であるという視点からいえば、当面は実施しないという判断は安易になされる
べきではないだろう。
口論体の老人福祉施簸に関する調査研究（中間報告）
二四九
務度のｌルさ事は一一，人Ｉｌｉ１１でか仙成れ第業第二九老第入度第
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務
で
あ
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こ
と
と
、
国
庫
補
叫
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施
で
き
な
い
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で
あ
ろ
う
。
第八に、機関委任事業、
つ
ま
り
国
が
実
施
主
体
と
な
っ
て
い
る
那
業
は
、
法
施
行
と
同
時
に
全
部
の
自
治
体
に
国
庫
補
助
が
つ
き
、
標準団体でも積算が開始され、自治体でも実際に事業が開始されていることである。その具体例は、昭和三十八年度
からの「老人保泄珈業」と、昭和四十八年度からの「老人医旅特別描伍」（いわゆる老人医旅機無料化耶業）である。
（８）
後者の事業は、敢新都政などの日浦体および市民の迎助でナショナル・ミニマム事業とした点が、前者の卒業と質的
以上のことから、「社会桐祉独」の韮耶財政締要額の蝉定方法は尖態から机当に乖離しており、その絲来、約六億
円
も
の
荻
耶
財
政
需
要
額
の
不
足
が
生
じ
た
の
だ
と
い
え
よ
う
。
後者の事業は、敢鉈
に異なる点である。
〔注〕
（１）地力日沿総合研究所『老人・身障新柵祉の財政負担境昭和五五年、一五頁。
（２）同右、四三頁。
（３）同右三八～三九頁。
（４）地方財政洲査研究会編『新訂財政分析』、ぎようせい、昭和五六年、八八頁。
（５）全図市町村などの数字は『地方財政白響』昭和五六年版より引川した。
（６）保育所の算定不足の原因は、これ以外に、保育所扶助澱の欄算内容とＺ市の実態との比較分析が必要であるが、今回の調
査の対象外だったので、資料を収集していない。
ただ、棚布巾（人川十七万）の場合を例にとると、国難瓶徴収金を除いた、保育剛児一人一ヶ〃あたり級我は、五十四年
、
、
庇で四万一ハ、八七一一円である。一力、五十四年度の械那剛体における、囚飛弛徴収企を除いた、保育剛児一人当たり年Ⅲ扶
助澱は十七万六、一七九円と設定されている。したがって、標躯川休の年側扶助澱の十七万六、一七九円は、調布市では三
・八ケ〃にしかあたらない。つまり、実態から非術に離れた秋算がされているということである。
（７）この秋算額は、在宅栃祉事業の家庭奉仕貝十一人のうち八人が老人家庭奉仕瓜派避制当て分として肝猟した。八人とした
自泊体の老人福祉施簸に側する調査研究（中川報俗）
二五一
-=_１－
〔追記〕末尾ながら、今回の中川報告にあたり、調在の対象となった神奈川肌老人福祉狐をはじめ財政測充に応じていただいた
関係自治体には、卸多忙中にかかわらず斌雑な調査に快よく協力していただき、ここに深く感謝の意を表しておきたい。
自治体の老人福祉施簸に側する調査研究（中間報告）
一一五二
１皿山は、五十一年度に、心身新に対する家庭奉仕貝派泄制度と統合する以前は、つまり五○年度は，ねたきり老人家庭奉仕
貝として八人が見秋られていたからである。
（８）拙稿「老人医旅『無料化』の発足」、小宮昌平・吉佃秀夫編『東京問題』、大月捗店、一九七九年参照。
